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一
　
土地利用調整システムとは何か
土地は、一部の例外
（干拓・埋立て）
を除いて新たに生産することができず、移動させることもできない。また、そ
の利用行為は一定の空間を構成する他の土地のあり方に影響を与えるとともに、生活と生産を通じる諸活動の基盤をなす。そこで、多くの国では、土地について私的所有権を認めつつ、その利用について一定の公的規制を行っている。
二わが国においても、土地の私権を保障する一方で、都市計画法、建築基準法、農地法など数多くの法律を制定して土地利用の規制を行っている。
しかし、 これらの法規制は法律ごとに縦割りであり、 総合的に運用することが難しい。 また全国画一的な規制であり、
都市地域など開発行為の旺盛な地域では十分な規制になっていな
い
）（
（
。そのため六〇年代
（以下、特記しない限り西暦表
記とする）
後半から、大都市圏を中心に多くの自治体で、開発指導要綱や土地利用規制条例を制定して、自治体独自
の対応を行ってきた。こ うち、市町村では開発指導要綱を制定し 良好な開発を確保するための行政指導を行ってきたが
）（
（
、 都道府県や政令市では、 一定規模以上の土地利用の計画
（開発計画）
に対して、 個別法の許認可等の手続に先立っ
て行政分野をまたが 総合的な調整ないし指導を行ってきた。神奈川県の調査では、こうした仕組みは、
図表
1のと
おり、九四年時点で四二都道府県と九政令市の合計五一の都道府県・政令市
（八六％）
が採用してい
た
）（
（
。このような
仕組みを 神奈川県における通称に従って「土地利用調整システム」と呼ぶことに た
）（
（
。
土地利用調整システムの特徴は、第一に、個別法の許認可等の制度を背景として、その手続に入る前に指導や調整
を行っている点である。第二 、都市計画、農政といった行政分野を横断する形で、均衡あ 県土利用や自然環境の保全などの総合的な目的のために指導や調整を行っている点である。第三に、そ 手続が主 して条例 はなく、要綱、訓令 法的拘束力 有しないものを根拠とする行 指導に依拠している点 あ
）（
（
。
もっとも、土地利用調整システムといっても一様ではない。 事前手続として実施する以上 多くの自治体
では個別法の許認可等の基準を大きく逸脱することはできず、個別法の基準を束ねた形で事前調整を行う仕組みとなっている。
図表
1のとおり、土地利用調整システムの目的として、 「個別法の総合的、統一的な処理」が最も大き
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い
（四〇 ・ 四％）
。 「独自の規制、指導」も相当数を占め
ているが
（二九 ・八％）
、審査内容をみると、環境の保
全・配慮、地元市町村・住民等の意向、防災・安全措置が意識されているものの、規制法の枠組みを大きく越えるものにはなっていな
い
）（
（
。その手続につい
ても、個別法と同様 行政機関内部 相互調整を中心としており、た えば地域住民の意見反映や紛争予防等の役割を有しているわけではない。
ところが、神奈川県における土地利用調整システ
ムは、五〇年代からの長い歴史を有する点 も、個別法の基準を越える厳しい規制的指導を行っている点でも、特徴的である。神奈川県では 後述 ように市街化調整区域や非線引白地地域等におけ 開発抑制の方針を明確化するとともに、開発行為を許容する場合でも自然公園等における立地 回避 一定面積の緑地の確保等の指導を行ってい また、ゴルフ場建設を凍結するとと に、相模湾等におけ
図表1　土地利用調整システムの導入状況（1994年時点）
（単位：原則として自治体数）
設問 選択肢 都道府県 政令市 合計
①土地利用調整の
仕組みの有無
a. 開発一般にあり
b. 特定用途にあり
c. なし
（（（（（.（％）
（（（0.（％）
0（ 0.0％）
（（（（.0％）
（（ （.（％）
（（（（.（％）
（（（（（.（％）
（（（0.（％）
（（ （.（％）
計 （（（（00％） （（（（00％） （（（（00％）
②根拠規定（複数
回答あり、数字
は条例等の数）
a. 条例または規則
b. 要綱、訓令等
c. 規定なし
（（（（.（％）
（（（（（.（％）
0（ 0.0％）
0（ 0.0％）
（0（（00.0％）
（（（0.0％）
（（（（.（％）
（（（（（.（％）
（（ （.（％）
計 （（［（（］ （（［（0］ （（［（（］
③指導調整の目的
（ （ つに絞れな
い場合はｅ）
a. 個別法の総合的、統一的な処理
b. 許認可の迅速化、簡素化
c. 独自の規制、指導
d. 地元の意向との調整
e. その他
（（（（（.（％）
（（ （.（％）
（（（（（.（％）
（（ （.（％）
（（（（.（％）
（（（0.0％）
（（（0.0％）
（（（0.0％）
0（ 0.0％）
（（（0.0％）
（（（（0.（％）
（（ （.（％）
（（（（（.（％）
（（ （.（％）
（（（（（.（％）
計 （（（（00％） （0（（00％） （（（（00％）
出典：神奈川県企画部・土地利用調整システム研究会『土地利用調整システムの研究』（（（（ 年、
（（ 頁（同県「大規模開発等に係る土地利用調整の制度に関する調査」（（（（（ 年 （ 月実施）
結果より）。
四る公有水面埋立てについて原則禁止の措置を採っている。また、地域住民の意向の確認を調整手続に組み入れている点でも、少数派に属する。そのため、神奈川県では、行政手続法の制定
（九三年）
によって従来のシステムの見直し
が必要となり、九六年に土地利用調整条例を制定した。
法規制の内容を超えるこうした規制がなぜ必要になったのか、事業者や土地所有者の権利を制限する規制的な指導
がなぜ実効性を持ち得たのか、そして行政手続法を踏まえた条例化によってそ 性格は変容するのか。本稿では、神奈川県における土地利用調整システムを取り上げ、その成立と展開の過程を描くとともに、その意義と限界について考察する。
なお、九〇年代後半から、全国的な景気の後退、人口減少、地方分権改革等によって、土地利用をめぐる状況は変
化しているが、本稿は、主として九〇年代までの土地利用調整システムのあり方を対象にするも である。二〇〇〇年代の土地利用調整システムの検討・分析については、人口減少や地方分権改革の影響など、別の文脈 検討する必要があるため、他日を期したいと思う。
二
　
土地利用調整システムの変遷
神奈川県では、
図表
2のとおり、五〇年に約二五〇万人だった人口が、七〇年に約五五〇万人、八〇年に約
七〇〇万人と増え、特に六〇年代から七〇年代前半は、年間約二〇万人という急激な人口増を経験した。八〇年代は年間約一 、九〇年代は年間約五万人と、そのスピードは弱まったものの 一貫して が増加し、二〇一
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にはついに九〇〇万人を突破した。このような急激な人口増加は、土地利用面で 住宅地開発をはじめとする「開発圧力」として現れることになるし、逆に開発行為の統制 通 てある程度、人口増加を抑制することが必要となる。そのため、県では五〇年代から乱開発の防止を目的として土地利用調整を行うようになり、七 年代以降は人口抑制と環境保全を基本方針として土地利用調整システムを整備し、各種の指導基準を定めて運用し、九〇年代には条例の制定 至った。このシステムがどのようにして生まれ、どう整備され、そして変容してき のか。本節では、その変遷の概要をふり返る。
神奈川県の土地利用調整システムの変遷をたどるとき、調整を担う組織
の設置・改編に着目することが便宜である。組織 改編が、その時々 経済社会の土地利用へのニーズと土地利用調整の性格の変化を示しているからである。その組織は、 「土地利用対策委員会」
（五七年設置）
に始まり、
「自然環境保全対策委員会」
（七一年設置）
、 「土地利用調整委員会」
（七七年
設置）
、最後に「土地利用調整会議」
（九六年設置）
と続いてきた
（
図表
6参
照）
。それぞれの時期の土地利用調整の状況について概観しよう。
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出典：神奈川県「国勢調査結果による人口と世帯の推移」（各年 10 月 1 日現在）から作成。
図表2　神奈川県の人口の推移
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六（　
工業化・都市化への緊急対応─土地利用対策委員会の時代（一九五七〜七一年）
五〇年代後半から工業化・都市化が進む中で、神奈川県では急速に農地や森林が開発されていった。当時、土地利
用規制の法制度としては農地法による農地転用規制がある程度であり、その規制も十分なものではなかったため、優良農地を含む多くの農地や山林が工場用地や住宅 地に転用されるとともに、土地利用の混在化が進んだことから、法律による ほかに、こうした開発を規制・抑制する必要が生じた。県では 五七年七月に、副知事を委員長とし関係部長を委員とする「土地利用対策委員会」を設置し、公害を伴う企業の立地制限や宅地開発 おける緑地の確保や排水対策など、現在 土地利用調整の原型となる指導を行うようになった。
この委員会の設置根拠は、神奈川県土地利用対策委員会規程
（五七年）
という訓令すなわち知事の組織内への命令
に基づくものであるが、この訓令によると 委員会は「住宅及び工場諸施設の新設拡充等都市機能の急激な膨張 伴う土地利用に関する諸問題 ついて、これを総合的、計画的に検討し、土地の高度利 を期するため」に設置するものとされ
（一条）
、この目的を達するため、①集合的住宅用地の設定、②内陸工業用地の設定、③土地改良の実施、④
都市計画の用途地域の指定及び区画整理 実施、⑤農耕地帯における農地転用 ⑥そ 他土地利用に関し調整を要する事項であって特 総合調整 ものを審議することとされている
（二条）
。
実際には、後掲
図表
7のとおり、一五年間で七三回の委員会を開催し
（年間平均四 ・九回）
、住宅二四〇件、工場
二一四件、ゴルフ場三〇件、その他四九件の合計五三三件
（年間平均三五 ・五件）
の事案について審議を行っている。
このうち住宅と工場だけに限定しても、承認が二八七件 不承認が五八件 なって り、相当数の事案が不承認と
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なっている
（企画総務室資
料）
。この時代には、都市計
画法に基づく市街化区域と市街化調整区域の線引きも農業振興地域 備法に基づく農用地区域の指定も行われておらず、開発自体を規制する制度が少ないため、県土全体にわたって住宅、工場の開発が進んだこと、そのなかには相当 熟 の低い開発計画が含まれていたことがうかがわれる。それを受けた県側の審議については、十分な記録が残されて ないが、法令上の基準や環境影響の検討などと
図表3　神奈川県における土地利用施策の変遷（略年表）
時期区分 年 出　来　事
（．工業化・都
市化への緊急
対応
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（0 年
土地利用対策委員会による都市的土地利用と農林業的土地利用の調整
（急速な工業化、都市化による大規模開発の抑制・調整）
総合的土地利用及び水利用に関する第 （ 次総合計画の策定
第 （ 次総合計画による土地利用計画の確立
都市計画法改正（線引き制度、開発許可制度等の制定）
都市計画法に基づく市街化区域と市街化調整区域の線引き
（．開発抑制方
針の確立
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
良好な環境の確保に関する基本条例制定
自然環境保全対策委員会の設置（土地利用対策委員会の改組）
同委員会、「自然環境保全対策推進方針」（９項目方針）の決定
土採取規制条例制定
ゴルフ場建設抑制（凍結）方針の発表（知事発表）
岩石等採取計画指導基準の制定
国土利用計画法制定、森林法改正（林地開発許可制度の創設）
国土利用計画法に基づく県土地利用基本計画の策定
（．総合的土地
利用対策の整
備
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（0 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
土地利用調整委員会の設置（総合的な土地利用調整システムへの再編）
県国土利用計画の策定
県環境影響評価条例制定
研究機関建設計画に関する指導基準の制定
県国土利用計画（第 （ 次）の策定
地価高騰に対する監視区域制度の導入
スポーツ・レクリェーション施設建設計画に関する指導基準の制定
規則適用開発行為に関する指導基準の制定
行政手続法制定
特定地域土地利用計画策定指針の制定
県行政手続条例制定
（．土地利用調
整の条例化
（（（（ 年
（（（（ 年
（（（（ 年
県土地利用調整条例制定（（ 月制定、（0 月施行）
土地利用調整会議の設置
県土地利用調整条例に基づく審査指針の制定
出典：神奈川県『かながわの土地』（（（（ 年、（0（ ─ （（（ 頁等から作成。
八は切り離された、かなりラフなものであったことが推測される
）（
（
。
なお、委員会の下には、関係室課長から「幹事」 、関係職員から「書記」をそれぞれ置いている
（前記規程四条）
。こ
のように委員会─幹事会─書記会という三層の組織構造をとることは、 現在の土地利用調整会議まで変わっていない。また、委員会の事務局は企画渉外部企画広報課
（後に企画調査部）
に置かれていたことも、注目される。
また、この時期、神奈川県では、都市計画法等の法定計画に先立って、県独自の県土利用の計画を策定し こ
とが注目される。まず五九年に 「第二次総合計画」において、都市と農村に関する最初の総合的土地利用計画を含む「土地及び水資源に関する総合計画」を策定した。このなかで、市街化予想区域及び農業区域を想定し、市街化予想区域においては工業地、住宅地等の利用区分を めるなど、土地利用調整の基準が設定された。また、六五年に策定した「第三次総合計画」では、県全域について地形、交通、社会経済的条件からみた適切な土地利用 将来方向を想定し、人口や工業の伸 等を考慮して住宅地、工業 、農業地 用途別の土地利用配置を即地的に示す土地利用計画を め 。県では、これを後の新都市計画法 おける線引き制度の先駆けをなすも してい
る
）（
（
。土地利用の
個別事案の調整とともに、総合的な土地利用計画の策定が行われていたのである。
以上のように、この時期は土地利用調整システムの「萌芽期」と位置づけることができる。その後、六八年 は都市計画法が全面的に改正され、市街化区域と市街化調整区域の線引 制度とその実効性を担
保するための開発許可制度が導入された。県では、 線引きのための五部調整 義
（総務、 企画調整、 農政、 土木、 建築の各部）
を設置して庁内調整のうえ、七〇年に線引きを行った。 農政サイドでも、六九年に農業振興地域整備法が制定され、順次、農業振興地域等が指定され、農業振興地域整備計画が策定された。
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（　
開発抑制方針の確立─自然環境保全対策委員会の時代（一九七一〜七七年）
六〇年代から七〇年代には、高度経済成長と都市化の進展により人口急増
（社会増）
とそれに伴う自然環境の改変
が進んだ。特に七一年には、年間増加人口が二二万九千人と全国一位になるなど人口が急増したため、危機感をもった県では、人口抑制と環境保全を県政の最重要課題に位置づけるようになった。人の居住の自由が保障されているなかで人口の流入を抑制するには、新規の開発とりわけ住宅地の開発を抑制することが求められる。また、自然環境を保全する めにも 新規開発の抑制は最も効果的な方法である。そこで、この時期、市街化調整区域等における開発抑制を中心とする「開発抑制方針」を確立することと った。
まず七一年九月には、土地利用を主体とする自然環境保全施策を推進するため、 「自然環境保全対策委員会」を設
置した。この委員会は、 「都市化の進展 伴う自然環境 保全に関する諸問題について、これを総合的、かつ、計画的に検討し、 自然環境の保全を期する」ため 、 自然環境保全対策委員会規程
（七一年）
に基づいて設置されたもので、
知事自身が委員長となり、副委員長は副知事、委員は八名の関係部局長をもって構成された。審議事項は ①自然環境の保全及び回復のため 施策に係る計画の策定に関すること、②地域の開発、土地の利用計画、都市計画、企業の立地等に関する施策の策定及び実施 関し、自然環境との調整を要する事項に関すること、
 ③自然環境を保全するた
め特別の施策を必要とする地域における動植物の保護、開発行為の規制その他の施策に関すること、
 ④その他自然環
境の保全に関し必要な事項に関することの四事項 あり
（同規程三条）
、自然環境保全を基本として、都市計画まで含
む広範な事項が審議事項となっている。
一〇
この委員会では、 第一回委員会において「自然環境保全対策の推進について」という九項目に及ぶ決定
（いわゆる「九
項目決定」 ）
を行った。これは、
資料
1のとおり、大規模宅地開発の規制、公有水面の埋立規制などの土地利用調整上
の基本方針を含む重要な決定であり、県内メディアでも大きく報じられ
た
）（
（
。また九項目決定のうち、各種の地域指定
の拡大の決定は、その後それぞれの法令に基づいてほぼ実行されている。さらに、土地利用調整に関しては、七三年に「岩石等採取計画指導基準」という初めての指導基準を定めている。
資料
1　
神奈川県「自然環境保全対策の推進について」
（一九七一年一二月二〇日、自然環境保全対策委員会決定）
（　
保健保安林の指定
　
現行制度において実施できることなので、保安林の指定のしやすい条件を検討し、具体的方策の推進を強力に図ること
とする。（　
公有水面の埋立規制
　
観音崎から湯河原に至る東京湾及び相模湾における公有水面の埋立は、公共事業及びその関連事業を除き原則として認
めない。（　
大規模宅地開発の規制
⑴
　
市街化調整区域内の大規模宅地開発は、自然環境の保全及び人口抑制の観点から原則として認めない。
⑵
　
市街化区域内の開発許可に当たっても、緑地保全（再生を含む。 ）の処方を検討するために一定規模以上の開発につ
いては、 開発業者に植生調査等を義務づけることとし、 その保全すべき区域及び確保量は、 開発地域の実態に照らして、 ケースバイケースで判断するものとする。⑶
　
宅地開発の際保存させた緑地を担保させるため、保安林指定を検討する。
一一
神奈川県における土地利用調整システムの成立と展開（礒崎）
（　
土取りの規制
　
土取りに伴う災害を防止し、併せて生活環境の保全を図るために土採取条例を制定する。この条例は、土の掘削行為を
規制するものであるが、採取跡地については環境整備の観点から緑化等の指導を行う。（　
近郊緑地保全区域の拡大等
⑴
　
現在六地区四、 五九六ヘクタールの近郊緑地保全区域が指定されているが、更に新規指定について積極的に検討（約
一万ヘクタールを調査）を進める。⑵
　
近郊緑地の保全の全きを期するため、特別保全地区については、現在の一六七 ・七ヘクタールに加え、更に約七二〇
ヘクタールを追加指定する。⑶
　
保全の実効性を高めるため、風致地区を重複指定する。
（　
歴史的風土特別保存地区の拡大
　
歴史的風土保存区域に対する特別保存地区の比率を、現在の三二％から八〇％以上に高める。
（　
風致地区の指定拡大
　
従来 は、三浦半島、湘南海岸等を中心に指定（三六地区、一〇 五一一ヘクタール）してきたが、今後は内陸
部の良好な環境を確保することを中心に指定すべく、約一三、 〇〇〇ヘクタールを対象に指定作業を進める。（　
天然記念物保護区域の指定
　
今後は、環境全体を考慮して、例えば、植物にしても名木、巨樹、老木だけの単木指定でなく、保護すべき天然記念物
に富んだ代表的一定の区域を広く指定する。この場合、他の法令による規制も併せ加えること 検討する。（　
自然環境保全計画の策定
　
良好な環境の確保に関する基本条例第七条の規定に基づいて、県の自然環境保全計画を昭和四七年度中に策定する。な
お、市町村においても、県計画と一体となって、市町村総合計画に自然環境の保全計画を盛り込むよう強力に指導する。
　　
出典：神奈川県資料
一二
また、これに先立って七一年には「良好な環境の確保に関する基本条例」を制定するとともに、七二年には山間地
域の開発規制を目的とした「土採取規制条例」と、自然環境保全法の制定を受けた「自然環境保全条例」を制定している。
さらに、七三年一月には、
資料
2のとおり、 「ゴルフ場建設の規制方針」
（いわゆるゴルフ場凍結方針）
を発表した。
当時、県には四四カ所、計三、 一〇七ヘクタールのゴルフ場があったが、さらに多くの建設計画があったことか
ら
）（（
（
、
災害防止や緑地保全の意味から、 「狭小な本県にあっては、これ以上のゴルフ場は、必要としない」こととしたものである。この決定は知事が年頭の記者発表において表明したものであり、条例はもちろん要綱、内規等の文書にもされていないが、同時期に県議会でも同趣旨の決議が行われたことから
（大規模開発から県土を守ることに関する決議、
七三年三月二九
日
）（（
（
）、県是
（県政の重要方針）
として扱われてきた。なお、この後、八九年には、地域振興、スポーツ振
興等の観点からこの規制 特例措置
（ 「ゴルフ場建設規制の特例措置の基本方針」等）
を定めたが、この特例基準に適合す
る計画は現れず、 「凍結方針」は、ダム建設の代替措置として認めら 一件
（清川カントリークラブの建設）
を除いて
維持されてきた。
また、七三年に策定した「神奈川新総合計画」では、依然として続く人口増加のなかで、環境の保全、人口の抑制
及び工業の適正配置を県土利用の優先課題として位 づけた。
このように、七〇年代前半には、人口抑制と環境保全を目的として土地利用調整の総合的 システムが確立したと
いえる。特徴的な は、知事のリーダーシップが強力に発揮されたことである。当時は、元自治官僚 保守系・津田文吾知事であったが
（七五年に長洲一二知事に交代）
、津田は自然環境の荒廃に強い危機感を抱き、自然環境保全対策委
一三
神奈川県における土地利用調整システムの成立と展開（礒崎）
員会を設置し、 自ら委員長に就任して「九項目決定」をまとめるとともに
）（（
（
、 七一年には自然環境に係る有識者との「自
然保護懇話会」も開いている。ゴルフ場凍結方針についても、事務レベルの通常の調整によることなく知事の決断によって行われた。土地利用調整システムの確立のうえで、津田知事の果たした役割は大きい。
資料
2　
ゴルフ場建設の規制方針（知事発言要旨、一九七三・一・二三）
（　
本県には、現在四四ヶ所、三、 一〇七ヘクタールのゴルフ場がある。これは三浦市の面積に相当するものであって、狭
少な本県にあっては、これ以上のゴルフ場は、必要としない。（　
ゴルフを健全なスポーツとしてみても、現在の面積は広すぎる。県民のスポーツの場としては、別途、総合的な施設を
考えるべきであって、このような特定者のための大規模スポーツ施設は好ましくない。（　
最近のゴルフ場建設計画は、平坦地における敷地の入手が困難となってきたため、防災上、危険な山岳地帯が候補地と
なってきた。これら地域 災害の恐れがあり、開発は認めることができない。（　
将来人口七三〇万県民のための水源確保のため、水源かん養 意味あいからも、森林等緑地を残す必要がある。
　
以上の事項を留意のうえ、ゴルフ場建設計画に対しては、慎重に対処する。
　　
出典：神奈川県資料
一方、この時期には、国においても公害関係法令の整備のほか、自然環境保全法の制定
（七二年）
、都市緑地保全法
の制定
（七三年）
、林地開発許可制度の創設を内容とする森林法改正
（七四年）
、開発許可制度の対象の拡大や環境保全
上の技術基準の追加等を内容とする都市計画法改正
（七四年）
や、国土利用計画法の制定
（七四年）
が行われ 土地利
用規制と自然環境保全の法制度が整えられた。これによって、土地利用調整システムは 個別法の相互調整という要
一四
素を一つの柱にすることになった。
以上のように、この時期は土地利用調整システムの「確立期」と位置づけることができる。
（　
総合的土地利用施策の整備─土地利用調整委員会の時代（七七年〜九六年）
⑴
　
総合的土地利用施策の整備
七〇年代後半に入ると、低成長への転換など社会経済状況の変動や住民意識の変化を背景として、環境保全に傾斜
した土地利用方針から総合的な土地利用施策が求められるようになった。七七年七月には、土地利用調整組織が「土地利用調整委員会」に改組された。 調整委員会は、 「土地の有限性及び公共性の認識を基に、県土の利用に関する諸問題について、総合的かつ計画的に検討し、自然環境の保全を図りつつ、生活環境 確保と県土の調和ある発展を期する」 めに設置されたもので
（同委員会規程二条）
、 土地利用の基本的方針や諸計画のほか、 「道路、 住宅団地、
工場その他土 上重要な施設の立地計画」についても審議事項とさ ている
（同三条）
。
七八年には、県の総合計面である「新神奈川計画」の策定に合わせて、国 利用計画法に基づく「神奈川県国土利
用計面」を策定するとともに、八一年に「土地利用基本計画」を全面改定して、県土利用の基本的な計画の仕組みが整った。後述のように、 地利 基本計画 は、非線引
（当時は未線引）
白地地域における土地利用について、市街化
調整区域における土地利用に準ず
（すなわち市街化を抑制する）
との規定が盛り込まれた。
また、土地利用調整システムに関しても、墓地造成に関する指導基準
（七五年）
、大学建設計画に関する指導基準
（七九年）
、研究機関建設計画に関する指導基準
（八一年）
などの指導基準を定めて、調整基準の明確化を図った
（
図表
一五
神奈川県における土地利用調整システムの成立と展開（礒崎）
4参照）
。他方、環境分野でも、みどりの協定実施要綱
（七六年）
、神奈川県環境影響評価条例
（八〇年）
、かながわ環境
プラン
（八三年）
など、環境の保全と創造のため県民や事業者に自主的な環境配慮を求める仕組みが整えられた。
⑵
　
規制緩和と地域振興
八〇年代には、国が推進する形で規制緩和が進んだ。たとえば都市計画法に基づく開発許可に関しては、市街化調
整区域内でも認められる大規模開発
（三四条一〇号イ＝当時）
の要件が緩和されたし
（ 「二〇ヘクタール以上」から都道府
県規則により「五ヘクタール以上」に引き下げ可能）
、市街化調整区域内で例外的に認められる用途の範囲
（同号ロ）
が建
設省通達により拡大された。また県では、八六年に「神奈川県国土利用計画
（第二次）
」を策定し、地域ごとの均衡あ
る発展を重視するとともに、 「第二次新神奈川計画」を策定し、 「かながわくにづくり」のビジョンの下で頭脳センター構想
（県に先端産業や研究機能の集積を図るという構想）
や「スポーツ・レクリェーション社会かながわ」等の施策を明
らかにした。
こうした国の法令等の改正や県自身の施策方針を受けて、市街化調整区域等における開発計画についても、第二次
新神奈川計画の施策展開に資するものについては例外的・限定的に認めるという方針に傾斜すること なった。たとえば、スポーツ振興の立場から「スポーツ・レクリェーション施設建設 関する指導基準」
（八七年）
を定めたし、
都市計画法による大規模開発の要件緩和を受けて、頭脳センター構想に寄与する研究所等の立地を認め 「規則適用開発行為に関する指導基準」
（八八年）
を制定した。また、要望が強くなっていたゴルフ場建設についても、地域振興
の観点から「ゴルフ場建設規制 特例措置の基本方針」
（八九年）
を制定し、県土面積の概ね二％の範囲内で、一定の
一六
基準に該当する市町に限って建設を認める特例措置を定めた
（実現例はない）
。
他方、八〇年代には東京都心の商業地に端を発した地価高騰が周辺地域に波及し、県では国土利用計画法に基づく
監視区域を指定したほか、地価対策指針
（八八年）
を定めて対策を強化した。国においても、各種の対策を講じると
ともに、土地に関する「公共の福祉優先」等の基本理念を定める土地基本法
（八九年）
が制定され、これが土地利用
調整の根拠のひとつとなっ 。地価高騰は八九年頃から沈静化し、九二年からは下落に転じた。
さらに、非線引白地地域及び都市計画区域外
（県ではこれらの地域を「特定地域」という）
においては、前述のとおり
市街化調整区域に準じて大規模開発を抑制する方針をとってきたが、その計画的な土地利用を進める め、九三年には「特定地域土地利用計画策定指針」を定めて 関係町村が策定し 土地利用 に基づく開発計画については、土地利用調整においてもこれを尊重することとした。
以上のように、この時期は土地利用調整システムの「成熟期」と位置づけられよう。
（　
土地利用調整システムの条例化─土地利用調整会議の時代（九六年〜現在）
九三年、行政運営における公正 確保と透明性の向上を目的として「行政手続法」が制定され、法律に基づく許認
可等について審査基準や標準処理期間の設定などのルール化が図られるとともに、行政指導について相手方の任意の協力の範囲内で実施すべきこと
（任意性の原則）
などが明らかにされた。これを受けて九五年には「神奈川県行政手
続条例」が制定され、県条例に基づく許認可等の手続のルール化や県の機関が行う行政指導 つい 同様のルールが定められた。同時期に 土地利用調整を経ないで申請された墓地埋葬等 法律に基づく墓地経営許可の申請
一七
神奈川県における土地利用調整システムの成立と展開（礒崎）
を返戻した県の措置の違法性が問われた円満院訴訟において県が敗訴したこと
（東京高裁平成五年三月二四日判決・判時
一四六〇号・ジュリスト一〇三一号、最高裁・平成九年判決）
もあって、土地利用調整システムの法的根拠を整備する必要
に迫られた。
県では、九四年度から正式に条例化の検討・調整を行い、九六年に「神奈川県土地利用調整条例」を制定し、一定
規模以上の開発計面について知事への事前協議を義務づけるとともに、知事の審査の基準等について「審査指針」を定め、これに基づいて開発計画の指導を行うこととした。これに伴い、条例に基づく審査等を実際に担う庁内組織として、土地利用調整委員会を改組 「土地利用調整会議」を設置した。
また九七年には、新しい総合計面「 ながわ新総合計画
（（」に合わせて「神奈川県国土利用計画
（第三次）
」を策定
し、 「安全で安心できる県土利用」等の観点から県土づくりを進めることを定めた。
さらに国では、九五年に始まった地方分権推進の検討を経て、九九年に地方分権推進一括法を制定し、機関委任事
務制度を廃止するとともに 土地利用に関する許認可等の事務の多 を自治事務とした。これが自治体の土地利用調整システムにどのような影響を与えたかは重要なテーマであるが、これについては五で言及する。
以上のように、この時期 土地利用調整システムの「転換期」と位置づけることができる。
（　
小
　　　
括
以上のように、土地利用調整システムは、五〇年代後半の工業化・都市化に伴って誕生し、七〇年代に人口抑制と
環境保全という県政の基本方針とともに確立し、七〇年代後半の総合化・計画化の時代に成熟し、九〇年代に条例化
一八
によって法的根拠が整備されるとともに変容したということができる。七〇年代の環境保全や開発抑制の方針自体
 
は、当時の大都市圏の多くの都道府県・政令市が採用したものであるが、それが人口抑制方針や知事の姿勢とつながって 市街化調整区域等における大規模開発の抑制、ゴルフ場の凍結方針、公有水面の埋立て規制等 方針や各種の指導基準に具体 させた点が、神奈川県の特徴といえる。
三
　
土地利用調整システムの仕組みと運用
土地利用調整システムの中で、具体的にどのような仕組みを採り、それをどのように運用してきたのか、その現実
をみていこう。まず土地利用調整を支える方針と基準を紹介した後に、その手続について検討する。いわば実体法的側面と手続法的側面に分けて紹介するものである。その後、具体的な課題 れへの対応について、ケースを交えて紹介する。なお、 こでは、資料の限界もあるため、主 して土地利用調整システムが成熟期を迎えた 考えられる土地利用調整委員会時代の状況について説明するものとする。
（　
土地利用調整の方針と基準
⑴
　
基本方針・根拠
土地利用調整システムは、前述のとおり、五〇年代に秩序ある土地利用を確保するために生まれ、七〇年代の人口
抑制と環境保全を目的とする県の開発抑制方針に支えられて確立したが その後、国土利用計画法や土地基本法が制
一九
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定されたため、県では、このシステムは、土地基本法
（二条）
や国土利用計画法
（二条）
における「公共の福祉優先」
の原則を具体化したものと説明している。また、 国土利用計画法に基づく県国土利用計画と県土地利用基本計画でも、市街化調整区域等における開発抑制方針等を定めているた
め
）（（
（
、これらの計画も土地利用調整の理念を示すものと位置
づけている。土地利用調整を行うに当たり、その根拠が問われたときは、これらの理念規定を強調して理解を求めてきたのである
）（（
（
。
⑵
　
指導基準
六〇年代までは、土地利用調整のための明確な方針や基準はなかったが、七〇年代になると、都市計画法上の線引
きが行われ、県では開発抑制方針を打ち出す一方で、開発行為の種類ごとに「指導基準」という形で土地利用調整の基準を明確にする作業を行った。これらの指導基準は、 土地利用調整条例が制定された後は審査指針に吸収されたが、その時点で、内規
（事業者にも提示しない内部的な基準）
を含めて一六に及んでいた
（図表
4参照）
。
これらの指導基準・内規は、規制するための基準ではなく、開発を認めるために制定されたものである。すなわち、
県の国土利用計画や土地利用基本計画の下では、市街化調整区域や非線引白地地域等における大規模開発 原則として認められないため、例外的 認める場合にだけ認めるための基準が必要だという論理に基づいて、社会的要請に基づい る必要が生じた開発行為について、順次、指導基準を めてき のであ
る
）（（
（
。実は「原則として開発を認め
ない」といっても、法制度上は市街化調整区域でも大規模な開発行為など様々な例外があるし、非線引白地地域等では開発を抑制する制度にもなっていないが、県ではこの建前を強調して土地利用調整 実効性を確保 きた
四
（
二〇
で後述するように、ここには規制の弱い国の法制度の下で、 「開発抑制方針」の論理の拡大と「原則─例外論」 強調によって、それを補ってきたことを確認でき 。
これらの指導基準が整備される
と、これらを満たさない事案は、相談または事前指導の段階で計画の断念を指導するため、基本的には調整組織の議題にものぼらないことになる。しかし、指導基準のなかには、
 「交通及び公共施設の整
備に与える影響の少ないこと」等の不確定な規定も少なくない 、「原則として認めない」としつつ例外を許容する規 も少なくないため、こうした規定の解釈・適用に
図表4　神奈川県の土地利用調整に係る指導基準等
名　　　称 制定年月日
（ 公有水面埋立の抑制方針 （（（（. （（. （0
（ 市街化調整区域等における大規模宅地開発の規制方針 （（（（. （（. （0
（ 岩石等採取計画指導基準 （（（（.  （. （（
（ 墓地造成に関する指導基準 （（（（. （（. （（
（ 大学建設計画に関する指導基準 （（（（. （0.  （
（ 大学等のグランドを中心とする立地について （（（（. （（. （（
（ 研究機関建設計画に関する指導基準 （（（（.  （. （（
（ 既存ゴルフ場改修等に係る土地利用の取り扱い（内規） （（（（.  （. （（
（ 産業廃棄物中間処理施設建設計画に関する指導基準 （（（（. （（.  （
（0 スポーツ・レクリェーション施設建設計画に関する指導基準 （（（（.  （. （（
（（ 規則適用開発行為に関する指導基準 （（（（.  （. （（
（（ 老人保健施設建設計画に関する指導基準 （（（（.  （. （（
（（ ゴルフ場建設規制の特例措置の基本方針 （（（（.  （.  （
（（ ゴルフ場建設規制の特例措置に関する取扱基準 （（（（.  （.  （
（（ 建設発生土処分場の立地に関する指導基準 （（（（. （（. （0
（（ 特定地域における施設立地型の開発行為に関する指導基準 （（（（. （（.  （
出典：神奈川県企画部・土地利用調整システム研究会『土地利用調整システムの研究』神奈川
県企画部、（（（（ 年、（（ 頁。
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ついて調整組織で協議する必要が生じるのである。
⑶
　
一般的な検討事項
土地利用調整において検討される事項としては、前述の基本方針と指導基準のほかにいくつか挙げることができ
る
）（（
（
。第一に、個別法の許認可の見込みがあることが必要である。もともと土地利用調整は個別法の相互調整を目的のひ
とつとしているし、多くの都道府県ではこの機能が中心になっている。もちろん、見込みといっても、詳細な計画を固めているわけではないから、この段階 許認可の最終的な判断が示されるわけではないが、基本的な計画内容について許認可の見込みがなければ、それ以上の調整を行う必要は いため、この点を確認するものである。基本的な内容について問題がなければ、施設の規模、構造等の詳細について 、土地利用調整の終了後に許認可の担当部局の指導の下で調整すればよい。言 換え 土地利用調整 開発行為の基本計画につ て調整を図るものであり、ここでゴーサインが出れば、個別法の許認可では開発行為自体が認められないという事態はほとんど考えられない。事業者にとっても、こうしたメリットがあるからこそ の手続を受け入れてきたと え 。
第二に、自然環境への影響について検討される。これについては、指導基準の中で「斜面緑地は極力保全すること」
「周辺の自然環境に支障がないこと」等の基準として組み込まれている場合もあるが、そうした基準がなくても、土地利用調整の場では重要なポイントとなる。特に土地利用調整委員会では、環境部が職員も出席して環境保全 観点から意見を述べるため、環境部が最後まで反対すれば、承 しないという結論になることも考えられる。もっとも実
二二
際には、開発計画の内容を変更すれば承認することが多い。たとえば、丘陵地の尾根を掘削するという開発計画に対して、掘削範囲を縮小して尾根部分を保全するとか、開発区域内の水辺地を埋め立てる計画に対して、小動物の生息環境を守るために水辺地を保全するといった計画変更を行うことがある。このように、法令上の規制はなくても、環境面の審査を行っており、そこに土地利用調整の重要な意義がある 考えられているのである。
第三に、地元市町村の意見や地域住民の意向についても検討される。開発計画を承認するには、地元市町村が基本
的に計画を了承してい ことが必要であり、このため承認までに地元市町村長に意見を照会し、回答を求めることとしている。また、地域住民に対しては 事業者が自ら説明会等を開催して開発計画を説明し、その状況を県に報告することとされており 住民が「基本的 了解している と」が必要であるという運用をしてき
た
）（（
（
。この基本的な「了
解」は、厳密な意味での「同意」ではないし、これを示す書類の提出を求めているわけでもない。さらに、どの範囲の住民の意向を確認するかについても明確な基準はなかったが
（後に条例化した場合に一定の範囲を示した）
、多数の住
民が反対であ という場合には、住民との話し合 や計画の断念・変更を指導するという運用をしてきた これら手続については次の
（でも触れる。
⑷
　
土地利用に関する計画との関係
土地利用については、前述のとおり、県の国土利用計画と土地利用基本計画が、土地利用の基本方針を定めるもの
としては重要な意味を持っているが、どの区域の土地をどう利用するといった即地的な計画としてはほとんど意味有していない。国土利用計画はもともと規制的・即地的な計画ではないし 土地利用基本計画は、都市地域、農業地
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域、森林地域、自然公園地域、自然保全地域という五地域とそれぞれの土地利用の方針を定めており、個別計画に対する上位計画と位置づけられているものの、実際にはこの 指定は個別法の 域指定を移行させ 一本化したもので、追認的な内容にとどまっているし 都市地域であると同時に農業地域でもあるという形で重複指定される地域も多い。したがって、土 利用調整においても、計画地が土地利用基本計画でどの地域に含まれているかという点が問題になることはほとんどない。
他方、都市計画等の個別計画については、個別法の許認可の基準となるため、土地利用調整では、前述の「関係許
認可の見込み」という点で重要な意味を持つ。しかし、個別法 計画は、それぞれの目的からあるべき土地利用の姿を描いており、しかも策定の基準等は全国一律であるため 必ずしも県の実情や施策方針に合致した総合的な計画にはなって ない。したがって、こうした個別計画も土地利用調整の指針になるわけではない。
このように、土地利用調整には、直接に依拠できる計画が存在しない。むしろ計画が不十分であるからこそ個別の
開発計画ごとに調整を行っているのである。四
（で後述するように、 本来ではあれば計画をつくる段階で「事前調整」
を行うことが望ましいが、日本の法令ではそうした総合的かつ実効的な計画の仕組みが欠けているため、開発計画が出された段階で「過程調整」 え
（　
土地利用調整の手続
⑴
　
基本的な流れ
土地利用調整は、一定規模以上の開発計画について、個別法の許認可 手続に入る前に総合的な調整を行うという
二四
仕組みである。前述のとおり、土地利用調整の手続を明確化した要綱等の規定はないが、
図表
5のとおり、概ね、①
土地利用の相談→②事前指導・調整→③委員会審議→④個別法の許認可手続 四段階に分けることができる。
まず①の段階では、事業者は、計画地において計画する施設が立地できるか否かを探るため、土地利用調整の事務
局となる企画総務室のほか、個別法の許認可の担当課を訪ね、開発計画 構想を示して立地の可能性を打診する。この時点では、位置図をもって場所を示し、どういう施設をつくるかという税明だけで相談することが多い。最初に企画総務室を訪ねた場合には、前述の基本方針や指導基準に基づいて指導助言するとともに、必要となる許認可の担当課を訪ねてその見込みを確認するよう指示 行う。事業者がまず許認可担当課を訪ねた場合 土地利用調整を要すると認められるときは、許認可担当課は許認可の見込み等を示唆するとともに 企画総務室に相談するよう指示することになる。そし 、立地自体 認めることが難しい事案については、この段階で計画 断念するよう指導になるし、目的 変更すれば認められる事案については、その点を指導する にな 。この投階での見極めや助言が双方にとって重要となる。
この段階で立地の可能性があると認められると、②の段階に入り、開発計画の内容に踏み込んで具体的な指導、調
整を行う。この段階では、施設の配置や規模・進入路や緑地等の土地利用計画につ て図面 作成を求めるととも 、面積計算なども行って指導基準や関係する個別法の基準に合致するよう調整を行うことにな 。施設が過大すぎないか、駐車場や緑地面積は確保 きているか、遊水池は十分か、土地の造成計画は妥当かなど、多くの事項について検討を行う。担当者は、この調整の期間に現地調査を行い、計画地や周辺 状況を確認するこ になる。
事前の指導により開発計画が概ねまとまると、③の段階に入る。企画総務室と許認可担当課の間で調整のうえ、直
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二五
近の土地利用調整委員会に諮ることとなる。土地利用調整委員会は、前述のとおり書記会、幹事会、委員会の三層構造となっているため、まず書記会に諮る。担当職員で構成される書記会は、通常三〇程度の関係室課の担当職員が出席し、提案課が開発計画の内容を説明し、質疑及び協議を行う。協議の結果、問題がなければ幹事会に上げるが、問題があれば結論を保留して、再度、調査又は指導を行い 次回以降の書記会で再を行うこととなる。環境への悪影響や地域住民 反対がある場合など、政策的、政治的な判断を要するときは、幹事会で「議論する」こととして幹事会に上げることが多 。関係室課長構成され 幹事会では 委員 諮る「原案」を審議することとされているため、政策的な判断を要す 場合でも、幹事会としての結論な し方向性 出 委員会に上げ ことが求められる。関係部局長で構成される委員会では、 でに問題点の整理は行われているため、 比較的冷静な審議 行わ 。時間的にも、 書記会、 幹事会は五〜八件の審議に三時間程度を要するのに対し 委員 は一時間程度 終わることが多い。
図表5　土地利用調整の手続の流れ
【段　階】 【　県　】 【事業者等】
土地利用の相談 企画総務室（土地利用調整担当）
許認可担当課 等
相談
助言指導
事業者等
事前指導・調整 企画総務室（土地利用調整担当）
許認可担当課 等
計画図等提出
修正指導
事業者等
委員会審議 ①土地利用調整委員会 書記会
②土地利用調整委員会 幹事会
③土地利用調整委員会
計画図等提出
結果連絡
事業者等
個別法の許認可等 環境影響評価担当課
許認可担当課 等
申請等
許認可等
事業者等
出典：神奈川県企画部・土地利用調整システム研究会『土地利用調整システムの研究』神奈川
県企画部、（（（（ 年、（（ 頁を一部改変。
二六
委員会が承認すれば、④の個別法の許認可の手続に入る。県環境影響評価条例に基づくアセスメントの対象となる
開発計画については、環境影響評価の手続を行い、その後、許認可の手続に入る。すべての許認可が得られた後に開発事業に着手することになる。
なお、土地利用調整に要する時間は、事案によって異なるが、初回相談日から委員会承認までの全体の期間
（事業
者側の検討や資料作成等に要する期間を含む）
は、概ね一年余りとなっているが、書記会に諮ってからは二ケ月〜五ケ月
程度であり
（書記会から委員会までの一サイクルに約二ケ月かかるため、次回のサイクルに回されると五ケ月程度必要となる）
、
相談や事前指導・調整の期間が長い がうかがわれる。
⑵
　
対
　　　
象
土地利用調整の対象は、 「道路 住宅団地、工場その他土地利用上重要な施設の立地計画」である
（土地利用調整委
員会規程三条）
。特に立地区域や開発規模については明示されていないが、運用上、市街化調整区域における概ね一ヘ
クタール以上の開発行為、並びに非線引白地地域と都市計画区域外における概ね〇 ・三ヘクタール以上の開発行為、そして観音崎
（横須賀市）
以西の公有水面の埋立行為を対象とすることとしている。ただし、この規模未満の開発行
為であっ も、県の土地利用方針上のチェックを行うことがあり
（たとえば既存ゴルフ場の拡張計画）
、この場合は土地
利用調整委員会に諮らないで処理している。このように、対象行為 ついても個別法の許認可制度のように明確な基準があるわけでなく、ケースバイケースの判断の余地を残しているのである。
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⑶
　
組
　　　
織
土地利用調整を担う組織は、 まず土地利用調整委員会という庁内組織である。 この組織は、 書記会─幹事会─委員会
という三層構造をとっている。 この三重構造は、 組織の階層構造に見合う仕組みであるとともに
（担当者レベル─管理職
レベル─幹部レベル）
、許認可等の実務的な判断から県の政策的・政治的な判断まで、多様な視点による検討を可能に
している。さらに、委員会は副知事を委員長・副委員長とするため、部局を超えた調整も可能になっている。すなわち、 書記会段階では関係法令の扱いや問題点を洗い出し、 幹事会で政策的 ・ 政治的な配慮を行って一定の結論を導くが、部局間で政策的・政治的な対立がある場合は、 会に上げて最終決着を図るという仕組みになっているのである。
もちろん多くの場合は、副知事の判断を求めるまでもない
（副知事をわずらわせてはいけない）
という意識から、幹事
会段階で実質的に決着す のが通常であり、委員会 その「手打ち式」となることが多いが、例外的 各部局が自らの主張を譲らず、実質的な決定が委員会まで持ち越しとなる事案もある。
また、土地利用調整委員会においては、環境部の意見が大きなウエイトを占めていることが特徴的である。環境部
は、自然公園区域における開発や環境影響評価条例の対象となる事業を除いて、開発計画の是非に関与する権限を有していないが、
三
（で述べたとおり、委員会のメンバーとして都市地域の緑地保全を主張したり、生態系の保全から
計画の縮小を主張することが少なくない。こうした事案については、地域住民や環境保護グループ 反対も予想されるため、その調整には政策的・政治的な判断を要するこ か 、幹事会でも意見調整ができず、 「委員会マター」
（委
員会の判断に委ねられる事案）
となることもある。もともと土地利用調整委員会は、自然環境の保全を重要な役割とし
ているし、その決定は全員一致を原則とするため このような法令の裏づけを たない であっても軽視される
二八
わけではなく、むしろ関係者にはそうした意見が出てくることが土地利用調整のメリットだという認識があるのである。
次に、土地利用調整を担う組織として、その事務局である企画総務室土地政策班に目を向ける必要がある。企画総
務室は、企画部全体の施策の調整や職員の管理を行う総務担当課であ が、そこに土地政策班を置いて、県全体の土地政策の立案調整や開発計画の総合調整を行わせてきた。他の都道府県等では 都市計画等を担当する都市部か、企画部であっても土地施策の調整を担当する土地対策課等に置くことが多いが、企画部の総務担当課に設置していることは、土 は企画部長の膝元に置いて知事等のトップ層の意向を反映させ、各部局をまたがる横断的な調整を円滑に進められるようにするという意図があると考えられる。また、
四
（で後述するように庁内においても、土地政策
班の職員は、許認可等のルーティンをこなすのではなく、庁内及び庁外の政治的な調整にもタッチするやや特殊なセクションとして受けとめられており、人事上も歴代の企画総務室長や土地政策担当課長
（企画総務室内のポスト）
は、
土地政策 ＯＢが就任する例が多いなど特別な配慮 行われ、それらのことが庁内での調整力の源泉になった面もある。
⑷
　
地域住民との調整
土地利用調整の手続の中で注目すべき点は、地域住民の意見反映の手続である。この手続についても明確な規定は
ないが、事業者が地元自治会等の住民組織に開発計画について説明し、その意向を確認するよう指導することとなってい
る
）（（
（
。具体的には、事業者は開発計画についてある程度の見込みが立った段階で、自治会・町内会等を単位として
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説明会を開催するか、個別に周辺住民を訪問し説明することによってその意向を確認し、その結果を説明会の議事録の提出などにより県に報告することを求めている。この場合、 「地域住民」とはどの範囲までかが問題となる。これも開発計画の内容や規模 よって異なるが、概ね複数の自治会の区域
（計画地が存する自治会及びこれに隣接する自治会
の区域）
を標準として、その範囲の住民に説明等を行うよう指導している。地域住民から県や地元市町村に対して計
画を認めないよう面談や署名によ 陳情・働きかけがある場合もあり、これを基に事業者への指導助言を行うこともある。
県としては、前述のとおり、開発計画について「地元の基本的了解」があることが承認の条件であると説明してお
り、住民から反対意見や疑問が出されたときは、事業者に対して住民に十分説明するとともに、必要により計画の変更を指導することになる。ただし、最終的に各々の住民の「同意」 なければ承認できないものではなく、開発の内容や住民の反対意見の内容によってケースバイケースで判断をしている。この地域住民と 調整 ついても、個別の事案ごとの県 裁量の余地が大き のである。
⑸
　
調整の意味
以上のような土地利用調整の手続は、大きく三つの意味の「調整」の機能を持っているといえよう。第一の「調整」は、開発計画に対して県の土地利用方針や指導基準に照らして指導を行うこ により、事業者の計
画・利益と公的な方針・利益との調整を図るという意味である。冒頭で述べたとおり、土地利用をめぐっては、私権を保障しつつ、 「公共の福祉」を実現することが重要であ だけに、こうした機能を欠くことはで な 。
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図表６　神奈川県における土地利用調整組織の比較
名称 土地利用対策委員会 自然環境保全対策委員会 土地利用調整委員会 土地利用調整会議
根拠
土地利用対策委員会規程
（（（（（ 年 （ 月 （ 日訓令 （（
号）
自然環境保全対策委員会
規程（（（（（ 年 （ 月 （（ 日
公告）
土地利用調整委員会規程
（（（（（ 年 （ 月 （ 日訓令 （0
号）
土地利用調整会議規程
（（（（（ 年 （ 月 （0 日 訓 令
（（ 号）
目的
住宅及び工場諸施設の新
設拡充等都市機能の急激
な膨張に伴う土地利用に
関する諸問題について、
総合的、計画的に検討
し、土地の高度利用を期
する。
都市化の進展に伴う自然
環境の保全に関する諸問
題について、総合的かつ
計画的に検討し、自然環
境の保全を期する。
土地の有限性及び公共性
の認識を基に県土の利用
に関する諸問題につい
て、総合的かつ計画的に
検討し、自然環境の保全
を図りつつ、生活環境の
確保と県土の調和ある発
展を期する。
土地の有限性及び公共性
の認識を基に県土の利用
に関する諸問題につい
て、自然環境の保全を図
りつつ、生活環境の確保
と県土の調和ある発展を
期する。
所掌
事務
次の事項で特に総合調整
を要するものの審議
①土地利用計画の策定
②土地利用に密接な関係
のある基幹的事業計画
③都市計画区域内におけ
る用途地域及び特別用途
地区の指定
④住宅団地、工場その他
大規模な施設の立地計画
⑤その他土地利用に関し
調整を要すること
次の事項で特に総合調整
を要するものの審議
①自然環境の保全及び回
復のための施策に係る計
画の策定
②地域の開発、土地利用
計画、都市計画、企業の
立地等に関する施策の策
定及び実施に関し自然環
境との調整を要する事項
③自然環境を保全するた
め特別の施策を必要とす
る地域における動植物の
保護、開発行為の規制そ
の他の施策
④その他自然環境の保全
に関し必要な事項
次の事項で特に総合調整
を要するものの審議
①土地利用の基本的方針
②土地利用に係る諸計画
の策定の調整
③道路、住宅団地、工場
その他土地利用上重要な
施設の立地計画の調整
④適正な土地利用を図る
ために必要な制度及びそ
の運用の調査
⑤その他土地利用に関し
調整を要する事項
次に掲げる事項
①土地利用の基本方針
②土地利用に係る諸計画
の策定の調整
③土地利用調整条例 （
条・（ 条による協議
④条例 （ 条の審査指針
⑤施行規則 （ 条に掲げる
開発行為等の調整
⑥適正な土地利用を図る
ために必要な制度及びそ
の運用の調査
⑦その他土地利用に関し
調整を要する事項
組織
構成
①委員長：県政全般を統
括する副知事
②副委員長：①以外の副
知事
③委員：関係部局長 （ 名
公害対策事務局長、総務
部長、企画調査部長、衛
生部長、農政部長、商工
部長、土木部長、建築部
長、企業庁長、その他の
部局長
※幹事会：関係室課長
（（ 名
※書記：幹事が所属職員
のなかから指定
①委員長：知事
②副委員長：副知事
③委員：関係部局長 （ 名
公害対策事務局長、総務
部長、企画調査部長、農
政部長、商工部長、土木
部長、建築部長、教育長、
その他の部局長
※幹事会：関係室課長
（（ 名
※書記：幹事が所属職員
のなかから指定
①委員長：県政全般を統
括する副知事
②副委員長：①以外の副
知事
③委員：関係部局長 （0
名　総務部長、企画部長、
環境部長、労働部長、衛
生部長、農政部長、商工
部長、土木部長、都市部
長、企業庁長、その他の
部局長
※幹事会：関係室課長
（（ 名
※書記：幹事が所属職員
のうちから指定
①会長：県政全般を統括
する副知事
②副会長：①以外の副知
事
③委員：関係部局長 （ 名
　総務部長、企画部長、
環境部長、農政部長、商
工部長、土木部長、都市
部長、企業庁長、教育長、
その他の部局長
※幹事会：関係室課長
（（ 名
※書記：幹事が所属職員
のうちから指名
事務局 企画調査部 ─ 企画部企画総務室 企画部企画総務室
注：それぞれ次の時点を基準とした。土地利用対策委員会：（（（（ 年 （ 月、自然環境保全対策委員
会：（（（（ 年 （ 月、土地利用調整委員会：（（（（ 年 （ 月、土地利用調整会議：（（（（ 年 （ 月。
出典：企画部企画総務室資料「土地利用総合調整組織の変遷とその比較」（（（（（ 年）に「土地利
用調整会議規程」の内容を追加。
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第二の「調整」は、開発計画について県の関係部局
や市町村が横断的な調整を行うことにより、行政側の総合的な対応を図るという意味である。土地利用は、縦割りの個別法による規制が中心になっているだけに、こうした横断的調整が重要 役割 有している。
第三の「調整」は、開発計画について地域住民の意
見を聴きながら開発計画の修正等を促すことにより、事業者と地域住民の意見・利害を調整すである。土地利用は、周辺の環境や住民の利害に影響を与えるし、個別法で こうした調整 仕組み 欠けているため、この機能も不可欠 も となる。
（　
具体的課題とその対応
これまでの土地利用調整にどのような問題が生じ、
それに対してどのような対応を行ってきたのだろうか。特に土地利用調整委員会の時代に問題となった具体的な課題とその対応を通じて、土地利用調整がどの
図表７　神奈川県における土地利用調整の実績（1957～ 1993年度）
委員会等の開催回数 審議案件の件数
委員会 幹事会 書記会 住　宅 工　場
ゴルフ
場
岩石等
採　取
その他 合　計
土地利用対策委員会
（（（（（ ～ （（ 年度）
（（ （（（ （（0
（（0
（（（.0％）
（（（
（（0.（％）
（0 ※ （
（（.（％）
（ ※ （
（（.（％）
（（ ※ （
（（.（％）
（（（
（（00％）
自然環境保全対策委員会
（（（（（ ～ （（ 年度）※ （
（（ （（ （0（
（（
（（（.（％）
（
（（.（％）
（（
（（（.（％）
（0
（（（.（％）
（（
（（（.（％）
（（（
（（00％）
土地利用調整委員会
（（（（（ ～ （（ 年度）
（（ （0（ ─※ （
（（
（（.（％）
（（
（（.（％）
（
（0.（％）
（（
（（（.（％）
（（（ ※ （
（（（.（％）
（（（
（（00％）
合計 （（（ （（0 ─
（（（
（（0.（％）
（（（
（（（.（％）
（（
（（.（％）
（（
（（.（％）
（0（
（（（.（％）
（（（
（（00％）
※ （　土地利用対策委員会の「ゴルフ場」「岩石等採取」「その他」の件数は、（（（（ ～ （（ 年度
の （ 年間の件数である。
※ （　（（（（ 年度の自然環境保全対策委員会の審議案件は、土地利用対策委員会の審議案件に含
まれている。
※ （　土地利用調整委員会の書記会については、開催回数を把握していない。
※ （　土地利用調整委員会における「その他」案件の内訳は、次のとおりである。
　　　大学・高校 （0 件、研究所・研修所 （（ 件、ゴルフ練習場 （（ 件、大学等グランド （（ 件、
その他スポーツ・レクリェーション施設 （（ 件、公有水面埋立 （（ 件、その他 （0 件。
出典：神奈川県企画部・土地利用調整システム研究会『土地利用調整システムの研究』（（（（ 年、
（（ 頁。
三二
ように展開されてきたかを明らかにしていこう。概ね問題の生じた順に取り上げる。
⑴
　
岩石等の採取
農地や森林を掘削し、岩石や砂利を採取する事業は古くから多くの地域で行われており、それが基幹産業となって
いる地域もある。また、土木工事等に用いる骨材資源を推保するためには、岩石等の採取は必要不可欠である。しかし同時に、岩石等の採取によって、地下水の枯渇、地盤沈下等の影響、周辺景観の破壊、搬出入用車両による交通阻害・粉塵・騒音など、地域環境に与えられる影響も大きい。また、採取後の跡地復元や緑化措置を十分に実施しなければ、地域の自然環境や景観を大きく損なうこと なる。主たる規制法であ 採石法や砂利採取法では、採取事業の安全性、継続性等については配慮されているが 採取地選定の妥当性や計画性、周辺住民との調整 には十分な考慮がされていない。
そこで、県では七三年に「岩石等採取計画指導基準」を定めて、 「周辺の自然的、社会的条件からみて、著しく自
然景観を損うと認められる区域」 「自然公園区 」 「風致地区」等を採取区域に含まないことや、採取跡地について緑化を行うなど自然環境の回復を図ること等の基準を定め 指導を行ってきた。しかし、生活環境や景観への悪影響を理由として、しばしば地域住民との対立・トラブルが問題になってきた
）（（
（
。
また、酒匂川
（県西部地域を南北に流れる二級河川）
流域の農地については、地下水への影響が心配されることから、
全面的に砂利採取を認めない方針を採ってきた。関係業界団体からはその措置の解除が求められてきたが、こうした地域的な特性が反映するのも、岩石等の 取の特徴である。
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⑵
　
墓地の造成
墓地もまた、社会的に必要ではあるが、立地に対して地域住民の反対の多い施設である。大都市圏では、高度成長
期の人口増加に伴って墓地の需要が増加する一方で、墓地は市街化調整区域でも建設可能であり、開発に要する投資も少ないため、安易な開発計画が立てられや い面がある。主たる規制法である墓地埋葬等に関する法律では、衛生面の規制が中心で立地上の調整や景観・環境面からの指導が不十分であ ため
（周辺住民の同意書の添付を求めている
が）
、県では七五年に「墓地造成に関する指導基準」を制定して、県及び市町村の土地利用計画と齟齬を生じないこ
と、地域住民の生活環境に支障を及ぼさないこと、原則として自然公園、自然環境保全地域、首都圏近郊緑地保全区域等の土 を含まないこと、墓地面積が二〇ヘクタール以下であ こと、計画 域内の自然環境を配慮し、四〇％以上の緑地を適正に配置する 傾斜度二五度以上の斜面緑地は存置し、かつ現況地形の改変を最小限にとどめること等の基準を設けて、指導している。
墓地造成の場合に問題となるのは、特定の地域に墓地が集中することにより、景観・自然環境の変容、地域イメー
ジの悪化、彼岸時など 交通公害等 問題が生じることであ
る
）（（
（
。しかも、その購入者の多くは地域外の住民であるこ
とから
（県外に住む者も少なくない）
、地域内外における墓地の需給調整をどう考えるか、また地域の土地利用のバラン
スをどう確保するかが問題となる。
⑶
　
公有水面の埋立て
神奈川県の海岸のうち、川崎港から横浜港を経て横須賀市観音崎に至る東京湾の海岸については、戦前から埋め立
三四
てられて人工海岸となっていたが、観音崎から三浦半島、湘南海岸を経て湯河原に至る海岸は、一部の港湾・漁港の区域を除い 岩礁、砂浜等の自然海岸が残されている。ところが、六〇年代後半以降、マリンスポーツの隆盛に伴い、三浦半島地域を中心にマリーナ等の開発計面が目白押しとなり、これに伴う公有水面の埋立てを認めるか否かが問題となっ
た
）（（
（
。当時の公有水面埋立法に基づく埋立免許においては、環境への影響が考慮されず、全国で工業用地、道路
用地、マリーナ等の埋立 が行われていた
）（（
（
。
県では、七一年発足の自然環境保全対策委員会においてこの問題を審議し、前述の「九項目決定」のなかで「観音
崎から湯河原に至る東京湾及び相模湾 おける公有水面の埋立は、公共事業及びその関連施設を除き原則とし 認めない」との方針を定め とともに、同委員会に「公有水面埋立部会」を設置 て具体的な検討を行った。そ 後、公共事業及びそ 関連事業について 、環境への影響を抑制するため、公有水面の埋立ては必要最小限とし、土地利用調整を行わなければ埋立免許の手続に入らないこととしてきた。したがって 県や市町村が行う港湾や漁港の整備、公団が行う道路建設に伴う埋立て 土地利用調整の中で、埋立計画を中止させたり、規模を縮小させたり環境影響評価に類似する環境調査 求 たりしてき
た
）（（
（
。なかには地域住民の反対運動によって、事業が中止となった
り、大幅な規模縮小と ったも もある
）（（
（
。
⑷
　
ゴルフ場の建設
二
（で述べたとおり、県は七三年一月に、狭小な県土にこれ以上のゴルフ場は必要としないことなどを理由として、
「ゴルフ場建設の規制方針」 （
いわゆるゴルフ場凍結方針、資料
2）
を決定した。この決定は、知事が記者発表において明
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らかにしたものであり、条例はもちろん要綱、内規等の文書にもなっていないものであるが、土地利用上の基本的方針として扱われ、引き継がれてきた。さらに、この凍結方針の実効性を確保するため、八四年に「既存ゴルフ場改修等に係る土地利用の取り扱い」
（内規）
を定めて、既存のゴルフ場が施設の拡張等を行う場合にも、その規模にかかわ
らず県 対する相談を求め、やむを得ない場合に限って認めるという取扱い
（行政指導）
を行ってきた。このような
ゴルフ場建設の凍結や総量規制は、八〇年代後半のリゾート開発ブームを背景としたゴルフ場開発ラッシュ 対して多くの都道府 が採 よう なったが 神奈川県で 七〇年代前半から実施しているのである
）（（
（
。
この後、八〇年代後半には、市町村や県議会から地域振興、スポーツ振興等のために「凍結」の解除を求める要請
が相次いだこと
や
）（（
（
、ゴルフ自体の大衆化を受けて、県では八九年に「ゴルフ場建設規制の特例措置の基本方針」を定
めて、 「今回限り 特例措置」として、一部 市町村に限って一定 条件の下でゴルフ場建設を認めることとした。すなわち 立地する市町村は、財政力指数が一 ・〇未満 保安林等の厳しい規制を受ける土地の面積割合が県平均以上で、ゴルフ場面積が市町村区域面積の一％以下であること
（当時、凍結解除要望の強かった三市町に合致する基
準となっている）
、設置主体は地方公共団体、または地方公共団体と県内の公共的団体で構成する法人であること、運
営形態はパブリック方式であること、低廉な利用料金であること、ゴルフ場用地は原則として貸借す こと、計画地の概ね五〇％以上の緑地を確保す 等の条件を付した。このように条件が巌しかったこ や、計画候補地のひとつについては自然環境 保全 求める声が強まり、県の判断によっ 計画断念となったこ
と
）（（
（
から、結局この特例措置
によって建設を認められた例はなかった。なお、こ の基本方針は、実現 可能性がなくなったため 土地利用調整条例 施行とともに廃止された。
三六
⑸
　
研究所・大学の建設
研究所または大学については、本来、市街化区域において建設すべきものであるが、県の「頭脳センター構想」の
推進を図るには研究機関の立地誘導を図るべきこと、また大学は文化の向上に寄与することから、 「大学建設計画に関する指導基準」
（七九年）
、 「研究機関建設計画に関する指導基準」
（八一年）
を定めて市街化調整区域等においても開
発を認めてきた。これらの指導基準においては、立地区域に自然公園区域、近郊緑地保全区域等を含まないこと、周辺の自然環境と調和す よう緑地を五〇％以上有するものとすること等の基準を定めている。
研究所については、地元市町村は歓迎することが多いが、地域住民の反対運動によって土地利用調整の段階で計画
を断念した事業もある
）（（
（
。
⑹
　
非線引白地地域・都市計画区域外における開発行為
二
（で述べたとおり、県では土地利用基本計画において非線引白地地域の土地利用について、 「市街化調整区域に
おける土地利用に準じる」とし、開発抑制方針をとってきた。さらに都市計画区域外の地域についても、開発抑制と環境保全の見 から開発抑制方針をとり、ともに土地利用調整の対象となる概ね〇 ・ 三ヘクタール以上 開発行為
（特
に建築物の建築を伴う開発行為）
は、原則として認めない方針を採ってきた。これについては指導基準は設けていなかっ
たが、土地利用基本計画に基本的方針を記載すると に、内規を定めて、当該町村の土地利用計画上支障とならないこと、当該町村が特に必要性を認め、かつ地域住民の反対がないこと、用途地域の近接地域であ こと等の基準を満たす開発計画に限って、一件審査
（個別審査）
により認めることとしてきた。
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法制度上、非線引白地地域や都市計画区域外は、市街化することが想定された地域ではない
（だからこそ用途地域の
指定等の措置が行われていない）
が、市街化調整区域と異なり開発行為を抑制すべき地域とは考えられていない。むし
ろ規制する計画 ない以上、 「開発
（建築）
自由の原則」が働くはずであり、これを市街化調整区域に準じて開発を抑
制するという方針は、法制度の考え方とは大きく異なることになる。しかも、これを行政計画の抽象的な規定だけで根拠づけ、指導基準さえ定めていな ため、事業者の理解を得ることが難 い方針であったし
（県に相談することなく
実施された開発行為も少なくないと推測される）
、これらの地域を抱える町村からも地域振興等のために住宅、工場等の開
発計画を認めるよう要請が多かった。県では 前述のとおり、原則が開発抑制だから例外を認めるときにのみ基準が必要だという論理を用いて
（後述の「原則─例外」論の活用）
、いわば「裸の行政指導」によって開発抑制を行ってきた。
土地利用調整の中でも、最も運用の難しい方針だったといえる。
そこで、県では九三年に「特定地域土地利用計画策定指針」を制定し、町村が非線引白地地域や都市計画区域外に
ついて土地利用計画
（市町村国土利用計画または法定外の計画）
を定めた場合には、その計画に合致する開発行為であれ
ば認めるという対応を採ることとし 。その町村の土地利用計画には 住居系または産業系等の「利用検討ゾーン」と「保全ゾーン」を定め、 「利用検討ゾーン」におけ 開発行為については、〇 ・ 三ヘクタール以上の開発であっても緑地の確 等の一定の基準を満たせば認める方針とした。このため、従来の内規を廃止し、改めて「特定地域における施設立地型の開発行為に関する指導基準」
（九四年）
を定めて、これに基づいて土地利用調整を行うこととした。
なお、非線引白地地域の土地利用に関しては、八〇年代末のリゾート開発ブームを背景として、県内の真鶴町にお
いてリゾートマンションの開発計画が殺到し、県と町の両 が対応 追われ こ が特筆に値する。真鶴町は非線引
三八
地域であり、白地地域における〇 ・三ヘクタール以上のマンション建設計画については土地利用調整の対象となるため、県は事業者に対する指導に苦労することとなった
（原則として住宅開発は認めないとしながら、行政指導に過ぎないた
め強硬な事業者を説得することが困難であった）
。また、町では危機感を抱いて八八年に水道事業給水条例を制定して給水
の保留・制限等を きる体制を整えるとともに、九三年にはまちづくり条例を制定してまちづくり計画や美の原則を定めるなど、開発抑制の仕組みを設けた。結局いくつかのマンションが建てられたものの、バブルの崩壊とリゾートブームの終焉によって問題は終息した
）（（
（
。
⑺
　
建設発生土処分場の建設
八〇年代後半から九〇年代にかけて土地利用調整において最も問題になったのは、建設発生土
（建設残土）
の処分
問題であった。神奈川県に限らず首都圏では、建設工事から生じる建設残土が丘陵地や山間部の農地や森林に処分される例が多くなってきた。これらは関係法令の許認可を取得して適正に行われるものもあれば、土地所有者の了解だけで行われるもの、さらには土地所有者の了解もなく無断で行われるものもあって様々であったが 少しでも多くの残土を処分しようとして、擁壁等の安全施設もつくら いまま高く積み上げて周辺への 砂崩壊や雨水流出を招いたり、良好な緑地や農地が失われたり、搬入車両の往来によって騒音、振動等が など、各地 問題になった。それにもかかわらず、こ に対する法規制としては、残土は廃棄物で ないため廃棄物処理法は適用されず、農地への処分であれば農地法の転用規制、森林への処分であれば森林法の 規 が問題となるにとどまってい 。そこで、県内のいくつかの市町村では、独自に残土規制条例を制 したが
（九七年現在、五市九町）
、十分な効果を上げること
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ができなかった
）（（
（
。
県では、九四年に「建設発生土処分場の立地に関する指導基準」を定めるなど、土地利用調整の中で適正処理の確
保、周辺住民との調整等を行ってきたが、九六年に土地利用調整条例を制定し、知事への協議義務や立地に係る基準等を明確化した。しかし、立地に関する調整だけでは不十分だったため、九九年には土砂の適正な処理を推進するため「神奈川県土砂の適正処理に関する条例」を制定し
（施行は同年一〇月）
、土砂の搬出、搬入、埋立て等を規制する
こととして、法的な対応を図った
）（（
（
。
四
　
土地利用調整システムの意義と問題点
以上、神奈川県の土地利用調整システムの変遷と仕組みと運用をみてきたが、これを踏まえて土地利用調整システ
ムをどう評価するか、その意義と問題点を考えていく。
（　
土地利用調整システムの必要性
土地利用調整システムはなぜ必要になったのだろうか。言い換えると、なぜ個別法による許認可だけでは不十分な
のか。
第一に、縦割りの法制度を補って総合的な対応を図るためである。現行法制度では、同じ土地利用という行為をそ
れぞれの目的から規制しているため、法制度ごとにばらばらの運用に りかねない 県土の保全と有効利用などの
四〇
総合的な考慮が難しくなっている。
土地利用の法制度では、ある土地について、都市計画法は都市の秩序ある整備を目的として規制し、農地法は農地
の保全を目的として規制し、自然公園法は自然風景の保全を目的として規制している。そのため、事業者が開発行為を行おうとするときはそれぞれの許認可を取らなければならならず、負担が大きい。また、たとえば森林法の開発行為の許可基準を満たさない開発計画が で許可されたり、都市計画法や自然公園法では開発区域内に緑地を確保するよう指導しているのに、農地法では農地の転用面積を抑えるため緑地造成のための転用は認めないというように、法制度の間で食い違 が生じるおそ ある。そこ 、関係する法規制の間で、横断的な調整を行う必要が生じるのである。
また、縦割りの法制度では、県土を保全したり有効利用するための総合的な考慮が困難である。たとえば、ある開
発計画について、丘陵地の森林
（里山）
を改変するよりも、近隣の平坦地の農地を転用して施設をつくる方が合理的
だとしても、森林法より農 法や農業振興地域整備法の方が厳しい規制となっているために、森林の改変を容認せざるを得ない場合があ 。また、県土 二％を超えるようなゴルフ場は県土利用のあり方としては過大だとしても、すべての許認可の基準を満たせば新たな建設を認めざるを得ない。そこで、 の保全と有効利用に向けて総合的な判断を行うために、土地利用調整が必要に ったのである。
第二に、デジタルな許認可制度を補って、土地という地域資源の有効活用のためにアナログな調整を行うためであ
る。たとえば、建ぺい率・容積率や高さ制限などの許認可基準は、それを満たせば認められるが、満たさなければ認めないというデジタルなものであり、程度の問題
（望ましい・望ましくないという評価軸）
を考慮することができない。
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さらに、許認可全体としてはそれらの要件をすべてクリアしなければならないし、クリアすれば認めざるを得ない仕組みになっており、いわば「ハードル主義」 「最低点主義」が採られている。その結果、総合点でいくら優れた開発計画でも、ひとつでもハードルを越えら なければ認められない反面、総合点が低く望ましくない開発計画でも、すべてのハードルを越えれば認めざる 得ない。個別の基準においても総合判断においても、デジタルな仕組みになっているのである
）（（
（
。
しかし、実際の開発計画の是非については、画一的な基準だけで割り切ることは困難であり、調整・交渉の余地を
残しておくことが重要 ある。また、ある基準を満たさなくても、全体として地域に有用な開発行為であれば、認める余地を残す必要がある。土地という地域資源の有効利用を考えると そうした「微調整」ができる仕組みが必要なのであり、土地利用調整システムは そ した要請に応えるものといえる。
第三に、第二の点とも関連するが、開発行為による影響を受ける地域住民など様々な主体の意見や利害の調整を可
能にするためである。現行法制度では、 利用の許認可に当たり、地域住民の意見を聴いて反映させる仕組みは十分に整備されていない。一般法としては、行政手続法一〇条で公聴会の開催等の措置が定められ いるが、住民参加の規定としては不十分 ものにどどまっ い
る
）（（
（
。行政訴訟上も、地域住民には一般に開発許可等の取消を求める「原
告適格」がないと 、開発行為の可否に関する事後的判断 関与する地位も認められていない
し
）（（
（
、認められていて
も、訴訟による紛争解決では時間がかかりすぎ、地域住民の期待 応えることは難しい。また、個別 許認可では行政指導によって地域住民の同意書の添付を求めることも行われてきたが、法的な根拠がな だけに同意をめぐって紛争になることも少なくない
）（（
（
。
四二
ところが、開発事業、特に大規模な開発事業は、地域住民に様々な影響を与えるため、その意見を聴き、開発計画
の修正などを検討することが不可欠である。そこで、こうした手続を設けて、利害を調整するために、土地利用調整システムが重要になったのである
）（（
（
。
第四に、開発計画の適否の判断と地域住民等との利害調整について、できるだけ早い段階で見通しをつけるためで
ある。法制度上は、個別法の許認可を通じて開発計画の適否が決定されることになるが、
（で後述するとおり、その
段階では事業者はすでに相当の費用と時間を投入しているため、開発計画を撒回したり、大幅に変更することは難しい。行政側としても、開発の可否を含む調整を行う以上、変更可能な段階 相談してもらう必要 ある。こうした「実質的決定の事前化」は、個別法の領域においてもみられる傾向である
が
）（（
（
、それを横断的に制度化したのが土地利
用調整システムだといえる。
行政による調整について、森田朗氏は、社会が複雑化し行政が高度化する現代社会では、ある問題が生じた後に行
う行政訴訟などの「事後調整」より 許認可など具体的な決定や活動の過程で行う「過程調整」が求められ さらに多様な要素を考慮して行う「事前調整
（計画による調整）
」にシフトしているとい
う
）（（
（
。的確な指摘であるが、 「事前調
整」はそのコストも大きい
し
）（（
（
、 「過程調整」といってもそのプロセスには相当の時間を要することに注意する必要が
ある。そこで「過程調整」を、 より早い段階における「早期調整」と具体的な行為の直前の段階における「直前調整」に分け とすれば、土地利用調整は前者であり、個別法の は後者と考えられる。そして前者の「早期調整」については、国の法制度が未整備であるため、土地利用 システムが必要になったと考えられる。
四三
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（　
土地利用調整システムの実効性
以上、土地利用調整システムの必要性を挙げてきたが、ある制度や仕組みが必要だとしても、直ちに実施可能だと
いうことにはならない。特に神奈川県の土地利用調整システムは直接の法的根拠を持たないものであり、しかも非線引白地地域等 おける開発抑制やゴルフ場開発の凍結方針などを含む厳しい規制となっている。 それにもかかわらず、これが実効性を持ち得たのはなぜだろうか。
第一に、土地利用調整が個別法の許認可の権限を背景とし、一体的に実施されてきたことである。土地利用調整を
終えてから個別法の許認可申請を行うよう指導するという形で「入口規制」 行うとともに、土地利用調整においては個別法の許認可の見込みについても調整を図るという形で一体的に運用してきた。事業者においても、土地利用調整は個別法の許認可と一体的に必要なものとの認識が一般的であった。もちろん、事業者としては、個別法の許認可基準は守るが、土地利用調整には従わな という態度表明も不可能 はないが、その場合は許認可の申請を受理しないという形で、土地利用調整の実効性を確保し きた。だからこそ、行政手続法の制定によって、土地利用調整の実効性が失われること 心配された である。
第二に、公共の福祉優先の理念や県の開発抑制方針を強調し、土地政策上の象徴として活用したことである。
三
（
で述べたとおり、土地利用調整に当たっては、土地基本法の「公共 福祉優先」の原則を根拠として示してきた。また、市街化調整区域の「開発抑制方針」の論理を非線引白 地域等に 拡大すると もに、 「原則─例外論」を活用して、 「例外」として開発を容認す 場合を少しずつ増やして、社会的な要請にも応えてきた。こうした理念 強調
四四
と論理構成も、土地利用調整の正当性と実効性を支える意味をもってきたと考えられる。
第三に、知事のリーダーシップ、組織のトップ層の権威がその実効性を支えた面がある。土地利用調整システムは、
二
で述べたとおり七〇年代前半に確立したと考えられるが、これは当時の津田知事の決断とリーダーシップによると
ころが大きい。知事自らが決断し、そのリーダーシップの下で確立したという経緯は、庁内ではあ 種の「神話」として通用して たし、外部に対しては個々 法規定を超えた「県是」と て受けとめられる源泉となった。また、土地利用調整組織の座長が統括副知事であることが、その庁内における重みを増し、決定の権威を支えていた。首長制を採る自治体におい 、首長やその補佐職はこうした政治的権威と統合の機能 果 し得る であ 。
第四に、総合的な土地利用施策を行うようになった土地利用調整委員会の時代に注目すると、調整委員会という庁
内組織と、事務局としての企画総務室土地政策班という組織構成も重要な意味を持っていた。土地利用調整委員会は書記会、幹事会、委員会という三層の構造を持ち、順に審議を行って、最後に統括副知事を座長とする委員会で決定するという仕組み とっている。各部局は基本的に対等だから、委員会で決定されるまでは、少数意見であっても主張するこ ができる。これによって、 がそれぞれの方針や価値観を維持しながら議論 行い、最後は副知事が総合的な立場から「裁定」を行うと う意思決定 仕組みが機能してきた。
また、その事務局である企画総務室土地政策班は、
三
（で述べたとおり企画部長の直属の組織であり、知事等の
トップ層にも近く、県政の重要方針等を体現す 組織と考えら ていた。また 建設発生土処分場の建設など利害調整の難しい事案や、様々な 治団体・同和団 の役員等を標榜する代理人への対応などの困難業務を引き受ける存在として、庁内では一目置かれている。さらに、土地政策班のメンバーの多く 、県の土地政策に対する自信とそれを
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担っているという自負心を持って事業者指導に臨むとともに、人事上の配慮もあってこうした執務姿勢と精神が継承されてき
た
）（（
（
。こうした組織が土地利用調整の具体的な担い手だったことも、このシステムが実効性を発揮する一因に
なったと考えられ 。
第五に、前述のとおり、早い段階で県としての対応が一本化され、明確にされるため、事業者にとってもメリット
があることが挙げられる。もしこのシステムがなければ、事業者は許認可の担当部局を回ってそれぞれの指導を受けて許認可の見込みを確認す 必要があるが、そのための時間と労力は相当なも である。また、個別法の許認可を申請するには、土地利用や施設に関す 詳細な図面を作成する「詳細設計」が必要 なるが、この段階では測量、設計、地元調整などに相当の費 と時間を投じているため 開発計画を断念したり、大幅に変更することは困難である
（し
たがって、この段階で不許可と れば訴訟も辞さないということになりやすい）
。しかし、土地利用調整を行う「基本設計」
の段階であれば、開発計画 断念や大幅修正も困難ではな
い
）（（
（
。この段階なら「引き返す」ことが可能なのである。こ
のことが法的拘束力が い もかかわらず、事業者が土地利用調整に従ってきた要因だと考えられる。
（　
土地利用調整システムの問題点
神奈川県の土地利用調整システムは、以上のように重要な機能を果たしてきたが、問題点や限界も少なくない。第一に、県民参加の手続や議会の関与など、民主的正統性に問題があることである。このシステムにおいても、 「地
元の意向」は確認するが、ルールとし 明確化されておらず、ま 事業者自身が住民 意見 聴いて調整を行うもので、県 思決定への反映を定めているものではない。審議会等の第三者的機 も設けられておらず、そうした機関
四六
を通じた県民参加も保障されていない。また、議会の関与についても、ゴルフ場規制のような政治問題になった場合の質疑や、個々の議員からの要請・相談等はあるが、指導基準等のあり方に関する論議が行われているわけではない。土地利用調整システムは多様な利害の調整機能を果 しているが、それは公式のルールとして県民に開かれた手続にはなっていないのである。
もちろん県民参加の手続や議会の関与が認められれば、調整すべき範囲が拡大し、調整のコストは高くなると考え
られる。しかし、県庁内部の調整で 、県民 意向から遊離した調整となりやすく、調整の正統性自体が疑わしいものとなる。実際に 承認された開発計画が地域住民の反対運動によってとん挫した例
（大磯町における昭
和電工研究所建設計画など）
があることを考えると、対象者を限定またはあいまい化することによって調整のコストを
抑えようとしても、結果的に住民調整 コストから完全に逃れることはできないのである。この点は、後述のとおり条例化に ってルールの明確化が図られ、 「一歩前進」となったも の、その総合的な評価は今後の課題である。
第二に、第一点と表裏一体の問題であるが、土地利用調整が外部に公開されておらず、県庁内部のいわば密室で行
われてきたことである。土地利用調整があらかじめ定められた基準の適用というよりも、あるべき土地利用 姿を念頭に置い よりよい開発計画となるよう交渉を行うという、アナログな調整を行うも であるだけに そのプロセスを透明化しなければ、事業者との結託や職員の自己満足に終わる可能性がある。もちろん、前述 とおり公開・透明化により多様な意見が流入し調整のコストが増加するととも 、事業者側が警戒心 情報 提供を控え というデメリットも予想されるが、長期的には公正・透明な スタイル 転換すること 求められて る。この点 、条例化によって誰がどういう手続を行うかは明確にされたが 条例でも個別事案 透明化 手続
（開発計画、審査結果の公
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表等）
は取り入れていない点が課題になろう。
第三に、土地利用の「事前調整
（計画による調整）
」が不十分なままになっているということである。
（で述べたと
おり、土地利用調整は個別開発計画を前提とした「過程調整」であるが、土地という資源をどう有効に利用するかという調整を行うとすれば、 の開発計画が問題になる前に、地域の土地利用全体を対象とした「計画」の策定をめぐって行うことが望ましい。ところが、
三
（で述べたとおり、国土利用計画法の土地利用基本計画は、個別法の計画
の寄せ集めにすぎないし、個別法の計画はそれぞれの目的の めの計画であって、異なる目的や価値の対立を調整した総合的な計画 はなり得ない。もちろん、前述のとおり、すべての土地利用についてあらかじめ詳細な計画をつくることは困難であり、大き コストを要する。しかし、現行 土地利用調整は 依拠すべき基本計画さえ存在 ていないため、即地 裏づけや配分の見通しを持たない場当たり的な調整にならざるを得ない。今後は 「計画による調整」の可能性を追求すべきであろう
）（（
（
。
第四に、土地利用調整システムは、現状では真に総合的な土地利用調整の仕組みになっていないことである。まず
公共事業の多くは調整の対象と っていないため、調整 行わ で開発行為を行うことが可能であり、 わば「穴抜き」になってい
る
）（（
（
。これらについては、公共事業計画の決定手続や環境アセスメント手続が適用される場合もある
が、土地利用面で 調整が十分でないことには変わりがない。また、一定面積以上の開発行為を対象としているためそれを下回る小規模な開発行為も調整 要しない。大規模開発だけを対象とすることは市町村のまちづくり権限との役割分担という理由もあるが、市町村に同様の仕組みがなければ総合性 欠くことは否定できない。
このように土地利用調整システムには、問題点も少なくないのである。
四八
五
　
残された課題─条例化・分権化の影響
以上、五〇年代後半にスタートし、七〇年代前半に確立した土地利用調整システムについて、概ね九〇年代までの
変遷と実態を紹介し考察したが、その後、大きな制度的変更を経験する。ひとつは、何度か言及した神奈川県土地利用調整条例の制定であり、もうひとつは国レベルの地方分権改革の実現である。これらが土地利用調整システムにどのような影響を与えたかについては、別稿に譲るしかないが、橋渡しの意味でここで簡潔に課題設定をしておきたい。
まず土地利用調整条例の制定
（九六年）
については、行政手続法の制定を踏まえて、土地利用調整の法的根拠を整
備するも であ
る
）（（
（
。したがって、土地利用調整システムの重要性を認識したうえで、これを継続し、その実効性を確
保するために、制定したものといえる。 かし、本稿で述べてきたように、土地利用調整は「開発抑制方針」などの基本的方針を基礎とし、その例外を認め 場合にのみ指導基準を設けるという仕組みで対応しており、法令のように細目化・標準化されていないも である。それゆえ、担当部局の裁量と力量に依存する部分も多く、それが弱点となることもあったが、
四
（で述べたとおりかえって一種の「神通力」を発揮し、組織的なパワーもあって、通常の許認
可制度より 広範かつ強力な規制が可能になっていた。ところが、条例化すると、関係法令との整合性を図るとともに、審査指針や住民との調整手続などの細目化・標準化を行うことは避けられない。また、担当職員の意識も安定化・平準化して、あるべき土地利用を考えるよりも、決められた基準を当てはめて結論を出せばよ という受け身の姿勢に変わる 能性も 。その結果、定型化された「許認可制度」のひとつになっ しま 、アナログ型の調整が
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デジタル型の審査に変質してしまうという可能性がある。そうした変化は、法治主義の見地からは望ましいが、土地利用調整システムの特性や機能の変質にもつながるおそれを有している。条例制定から二〇年近く経過し、外形的にみると円滑に施行されているが、こ 点を検証する必要がある。
もうひとつの地方分権改革
（特に二〇〇〇年の第一次分権改革）
については、個別法の許認可事務の多くが機関委任事
務から自治事務に変わったことが注目される。国の通達の法的拘束力がなくなり、県の裁量が拡大したため、一般的には土地利用調整の結果を個別法 許認可におい 考慮すること 容易になった 、土地利用調整と許認可 手続を連動させやすくなった 考えられる。しかし、個別法 許認可制度はあくまで縦割りであり、総合的な考慮が 能となるわけで ないし、法令上の細部にわたる規定
（いわゆる規律密度）
は分権改革後も継承されていることから、県の
土地政策を維持するという点では引き続き限界がある。また、自治事務になったことから、県の担当部局が主体的な判断を行うようになり、結果として縦割りの発想と自己主張を強く打ち出し、土地利用調整に対して非協力的になる可能性も否定できない。こうした影響を検証する必要がある。
そのほか、人口減少による土地利用状況の変化や不況の長期化による経済活性化の要請など、自治体の土地政策を
めぐる環境は大きく変わろ としている。こうした今日的な状況の下で、土地利用調整システムがどう変化しているか、またどう変化すべきか。これが今後の検討課題 ある。
（
（）土地利用規制法の状況と問題点については、さしあたり礒崎初仁『分権時代の政策法務』北海道町村会、一九九九年、五三─六五頁、同「土地利用規制と分権改革」今村都南雄編著『自治・分権システムの可能性』敬文堂、二〇〇〇年、 一五三─
五〇
一五八頁参照。
（
（）開発指導要綱に関する文献は多いが、さしあたり五十嵐敬喜『都市法』ぎょうせい、一九八九年、三一九頁以下参照。
（
（）神奈川県企画部
･
土地利用調整システム研究会『土地利用調整システムの研究』一九九六年、五六頁参照。なお、本報告
書は以下の注では『研究』と略記する。
（
（）神奈川県企画部『かながわの土地』一九九七年 八七頁以下参照。
（
（）神奈川県の調査（九四年現在）では、条例を根拠としているのが六府県であるのに対し、要綱や訓令のみを根拠としているのが三六府県、九政令市の合計四五の都道府県・政令市（八八％）となっている。 『研究』五六頁参照。
（
（）神奈川県の調査（九四年現在）では、土地利用調整の審査内容（重視されている内容を二つ選択）につ て、 「個別法上の基準」が六五％、 「環境の保全・配慮」が四六％、 「市町村・住民等の意向」が一八％、 「防災・安全措置」が一六％であった。『研究』五九頁、七五頁参照。
（
（）たとえば、第一回土地利用対策委員会（五七年 記録では、ある地区の工場建設のための農地転用事案について、 「農政側見解では農地として保全であり工場 必要は何等見当らない 特にグリーンベルト地域に入 ので工場誘致はうまくない。都市計画側見解ではグリーンベルト穴あけ問題にふれることと の都市計画が計画的でない又工場としては適当でない。商工部側では他に影響がないから工場としても良いと思う、なおこれについては協力ねがいたい。以上三者見方が異なるのと今后の開発に影響があるので今回は保留したい。 」 い 記述があ この簡単な記録をみても、この段階から法的な判断（主 して農地法の許可基準）とは別に開発計画の適否を審議していたこ 、したがってまた具体的 判断基準はなく大ざっぱ 審議をしていたこと、そして各部長がそれぞれの立場から発言していたことがうかがわれる。
（
（）以上、神奈川県前掲注 （
（） 、一〇五頁参照。
（
（）この九項目決定は、七二年一月五日の知事の年頭記者会見で発表され、大きく報道された。神奈川新聞七二年一月 日第一面「自然環境保護に最重点─津田知事の年頭記者会見」では、 「知事は自然保護という時代的な要請に加えて、年間二〇万を越す本県の急ピッチ 人口増勢 抑制する観点からも、県の機構をあげてこれらの施策を推進する決意だと述べた」とし、「これらが完全に実施されることにより宅造を主業とする不動産業者、とりわけ大規模ディベロッパー（開発業者）の県下における事業活動はかなりきびしく規制されることになりそうである としている。
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（
（0）自然環境保全対策委員会の発足期（七一年）に整理した資料によると、当時、正式に相談を受けていたゴルフ場建設計画だけでも六件、面積約六〇〇ヘクタールにのぼっていた（企画総務室資料） 。
（
（（）この決議は、県当局は「ゴルフ場増設等大規模開発」の規制方針を打ち出したが、 「法の不備などに起因して、農地、森林等を大規模開発用地に提供せざるを得ないような条件」が存在し、 「規制の十全を期しがたい実情にある」ため、 「県土をこれ以上の荒廃から守り、県民の生活環境を改善するため、全県民が県土の豊かな自然 守るよう呼びかける」とともに、 「県当局も大規模開発抑制方針の堅持に一層努力されることを期待し、県民生活を守るため懸命の努力を傾注する」と宣言するものであった。
（
（（）九項目決定の際には、公有水面埋立てに関し津田知事が「自然保護との関連で調整できないような公有水面埋立法は時代にあっていない。このような法には挑戦していきたい。 」と発言した旨の記録が残っている。なお、注 （
（（）のとおり、その
後七三年に公有水面埋立法が改正され、一定の環境配慮が行われることとなった。
（
（（）神奈川県国土利用計画（第二次計画、八七年策定）では、県土利用の基本方針 して、
 ①限られた県土を前提として、自
然環境の保全と生活環境の確保を図りつつ、県土 均衡ある発展を基本と こ ②人口の過度集中の抑制基調を堅持すること、③都市的土地利用については市街地の計画的な形成を図り、農林業的土地利用については適正な保全を図る等、土地利用区分間を量的に調整すること、④そのため行政が計画調整機能を発揮し、総合的かつ計画的な土地利用を促進す こと等を定めている。このうち、④にいう「計画調整機能」の重要な仕組みが土地利用調整システムであると説明している。また、これに基づく土地利用基本計画では、五地域にお る土地利用の原則として、①市街化調整区域では原則と 都市的な土地利用を避け、良好な都市環境を保持する め 緑地等の保全を図り市街化 抑制す 、②非線引白地地域では、市街化調整区域における土地利用 準ずること等を定めている。
（
（（）土地利用調整において、開発事業者から土地利用調整 根拠を問われたときは、土地基本法、県国土利用計画、県土地利用基本計画の規定を抜粋した印刷物（ 「三点セット」と呼ばれてい ）を提示し、土地利用については「公共の福祉」が優先されること、本県ではこれ 受 て総合的、計画的な土地利用 るものとしていること、市街化調整区域と非線引白地地域等においては開発抑制を基本方針 しているこ 等を説明してきた。一般に土地基本法 公共の福祉優先の原則 ついては、実効性がない等 指摘が多いが、 う た形で活用されているのである。また あわせて国土利用計画は県議会の議
五二
決を経ていること、土地利用基本計画は総理大臣の承認を受けていることも説明し、土地利用調整に法的根拠がないことを補ってきた。
（
（（）土地利用について、日本では「開発（建築）自由の原則」が認められているため、規制する法令がなければ開発は自由とされるのに対して、欧米では「計画なければ開発なし」が前提とされ、開発をするためにはそれを許容する計画をつくる必要があると指摘されるが、神奈川県の土地利用調整で 「基準なければ開発なし」の原則を採っていたといえ 。こうした発想が採られ、長い間、実効性を持ち得たことは注目すべきことである。
（
（（）土地利用調整委員会の審議資料となる計画調書の様式では、 「計画内容」として、土地利用規制、計画地の選定理由、地元の意向、環境・防災関係等につい 記載する欄があり、 「協議内容 して、法令関係・土地利用方針等、市町村意見等について記載する欄 設けられて た（九四年当時、企 総務室資料） 。以下に述べる、個別法の許認可の見込み 環境への配慮、地元市町村や地域住民の意向を考慮 いたことが裏づけられる。
（
（（）土地利用調整委員会の審議資料となる計画調書の様式では、 「計画内容」の中に「地元の意向」という項目があった。
（
（（）土地利用調整の対象となった事案では、厚木市中荻野における岩石採収計画について、搬出トラックによる騒音、粉じん等を理由として、地元二五自治会が知事に反 陳情を提出した事例 る。神奈川新聞九〇年五月三一日「岩石採取計画認可しないで」参照。
（
（（）県内でも、Ａ町の一部地域に大規模な墓地が集中し、当初は積極的に受け入れていた町も 九〇年代には「墓地の町」というイメージが定着すること等を避け ため、一切 墓地受け入れを拒否するという事態が生じた が
（
（0）当時の県資料では、七一年当時、県内には一一のヨットハーバー・漕艇場があったのに対し、新規に一四件のマリーナ等の民間による埋立計画が上がって たという。
（
（（）その後、公有水面埋立法が七三年に改正され、埋立免許の基準 て、国土利用上適正かつ合理的であること、環境保全及び災害防止に十分配慮されていること等の基準が加えられると も （四条） 免許に当 って 利害関係者の意見を聴くこととなった（三条） 。しかし、この規定に基づいても、県の公有水面埋立規制方針のよう 広域にわたって免許を行わ いという対応が法的に可能かは疑問の余地があり、その意味で土地利用調整 お 埋立規制方針を維持す 必要性があると考えられる。
五三
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（
（（）土地利用調整委員会において承認した公有水面埋立ての事案は、二二件となっている（七七〜九三年度） 。
（
（（）九〇年代前半の事例を二例だけ紹介しよう。ひとつは、ある市が下水道処理施設を海岸（岩礁）の埋立てによってつくりたいという計画である。県では、水面埋立ては港湾、漁港など内陸部では施設設置ができないものに限るとの考え方から難色を示したが、当市は内陸部には県内有数の優良農地が広がっており、一部の森林は首都圏近郊緑地保全区域の指定を受けているためこれらを保全したいとの理由から、海岸埋立てによるしかないとの判断であった。生活環境の整備という目的のために、農地、森林、海岸のいずれを犠牲にすべきかが問題となったのである。結果的には、埋立規模を縮小して埋立てを認めることとなった。も ひとつは、ある市が不法係留ボート対策と地域振興のために公有水面埋立てによってマリーナ整備を行いた いう計画である。県では不法係留のプレジャ ボート対策に頭を痛めており、公的なマリーナ整備の必要性は認めていたが 計画地が人工的な工作物のない岩礁地帯であったこ から、環境部をはじめとして異論が相次ぎ、結局、埋立てを伴わな 桟橋方式のマリーナに変更す こととした。
（
（（）ある県の調査によると、 九二年五月時点で、 ゴルフ場規制を含む要綱等を制定しているのは四三都道府県にのぼり、 うち「凍結」方針をとっているのが一六都県 市町村ごとの上限割合等を定めて「総量規制」を行ってい のが一五道県に及んでいる。なお、後述のとおり、神奈川県は特例と て八九年に県土面積の二％までゴルフ場建設を認めることとした 、九二年一〇月現在、都道府県面積に占めるゴルフ場面積（造成中、手続中を含む）の割合が二％を越える都道府県は 茨城、栃木 埼玉、千葉、三重 兵庫の六県に及んで る。
（
（（）県議会本会義では、八四〜八六年の三年間に、保守系議員を中心に七回にわたりゴルフ場建設凍結の解除を求め 趣旨の質問があった。
（
（（）三浦市三戸・小網代地区は、リアス式岩石海岸である小網代湾の最深部に形成された干潟を中心と て、背後の樹林地と湿地を伴う谷戸が一体的に存在する貴重な生態系が残された 域 約一二六ヘクタール）である。ここは七〇年の線引き当時、宅 等の開発計画があったことから市街化区域に指定 がら、これまで保全さ てきた。八九年頃に 、同市は地域経済の振興と都市基盤の整備を目的 して同地域にゴルフ場を含む複合的な開発を計画し、 にゴルフ場建設凍結の解除を求めた。県では前述の特例措置を定め、三浦市も該当する基準としたが、貴重 自然環境が残る小網代地区につい当時の長洲一二知事が消極姿勢を示し、 「小網代の森を守る会」等の市民グループの運動も って、結局 ゴルフ場を含まな
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い緑地保全、宅地開発、農地造成を中心とする計画への変更を指導し、緑地については県自身による買い取りを進めることによって、決着した。神奈川新聞八九年五月一六日記事等を参照。
（
（（）住民の反対運動によって開発計画を断念した事例として、大磯町における昭和電工（株）の研究所建設計画がある。昭和電工からは八八年に県及び町に対して研究所建設の相談があり、町は推進の立場をとったが、計画地に隣接す 自治会からハイテク汚染や自然環境の破壊を理由として反対陳情が出される中で、八九年に県土地利用調整委員会は計画を承認し、県環境影響評価条例に基づく手続の準備を進め いた。ところが、九〇年の 長選挙において建設反対の立場をとる候補者（石井宣和氏）が当選し、町が建設反対の立場に転じる中で、昭和電工も建設を断念せざるを得なくなったものである。神奈川新聞九〇年一二月四日記事「現職に大差で石井氏当選」参照。なお、自治会側の資料（ 「大磯町石神台自治 の昭和電工研究所建設に反対する動き」文責、日付なし）によると、運動の推移の かで、住民が県に県公文書公開条例に基づき県土地利用調整委員会の議事録等の公開を請求したところ、当初 県側は「そういう資料はない」等として公開せず、運動側としては情報不足で手詰まり状態となって たが、そ 後、新任の県担当者が「不用意にも」委員会資料（計画調書）を提供し、これによって当時の町長が県に建設促進の要請書を提出していたことが判明し、町の責任を追及する形で運動が活気を取り戻したという。土地利用調整の透明性と県組織の姿勢について考えさせられる事例である。
（
（（）真鶴町におけるリゾートマンションの問題は、非線引白地地域における土地利用規制の弱さを露呈するものであった。町は開発指導要綱 り開発を抑制しようとしたが、九〇年には建設を急ぐ事業者 町の頭越しに県建築主事に対し建築確認申請を出し、県がそれを受理、それ 抗 形で当時 町長 辞任する事態 なった。町は 新町長の下で水道事業供給条例やまちづくり条例を制定し、開発規制を強めたが、結局、バブル経済の崩壊とともにマンション開発も沈静化することなった。神奈川新聞九〇年五月一九〜二一日記事「特集・町長辞任へ・揺れ 真鶴」 、同新聞同年七月二日記事「 マンションいらぬ・真鶴町長に三木さん」等参照。
（
（（）県内では、九二〜九八年度の七年間に、法令の許可を受けず、また基準に違反して土砂の埋立てを行った事案は、六九件、面積五五ヘクタールに及んだという（神奈川県ホームページ「神奈川県土砂の適正処理に関す 条例」サイト参照） 。そので、九〇年に城山町葉山島において残土を不法投棄した者が、不動産侵奪罪で逮捕された事件が注目を集め この事件では、周辺の民家、墓地にも土砂が流出し、周辺住民から県が森林法等に基づく監督処分を怠ったとの理由で損害賠償を請求
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する訴訟も提起された。神奈川新聞九〇年七月二四日記事「谷戸消え、墓石が埋まった・県警残土不法投棄で三人逮捕」参照。
（
（0）土砂埋立て問題及び県土砂適正処理条例の制定経過については、北村喜宣「総合的建設残土対策条例の可能性」 『環境政策法務の実践』 （ぎょうせい、一九九九年）一三二頁以下参照。
（
（（）法学的思考が 「二値的判断」 すなわち 「デジタル思考」 で貫かれているとの指摘は、 森田朗 「行政学的思考と行政法学的思考」日本行政学会編『行政学と行政法学の対話（年報行政研究二九） 』 （ぎょうせい、一九九四年）九一頁以下、同「行政手続と行政手続法─行政学の観点から」 『公正で透明度の高い自治体行政の創造をめざして─自治体行政と行政手続法』 （地方自治総合研究所、一九九四年）一〇頁以下によっている。
（
（（）行政手続法一〇条は、申請に対する処分であって「申請者以外の者の利害を考慮すべきことが当該法令において許認可等の要件とされているもの」に限定されており、たとえば都市計画法の開発許可や森林法の開発許可がこれに当たるかは微妙である。また、 「申請者以外 者 意見を聴く機会を設けるよう努めなければならない」という努力義務にとどまっているから、この規定に住民参加の機能を期待することは難しい。
（
（（）都市計画法の開発許可については、 最高裁平成九年一月二八日判決民集五一巻一号二五〇頁（判例自治一六二号八九頁）は、がけ崩れのおそれが多い土地等を開発区域 含む開発許可の取消訴訟について、周辺住民に原告適格を認めた。また、森林法の林地開発許可についても 名古屋高裁平成八 五月一五日判決（判例自治一五三号七三頁）は、災害等の被害を受けるおそれ ある周辺地城 居住者等につ て許可取消訴訟の原告適格を認めた。なお、行政事件訴訟法の〇四年改正では、原告適格の判断について「裁判所は、…当該処分… 根拠とな 法令の規定の文言のみによることなく、当該法令の趣旨及び目的並びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮するものとす 」と定 （九条 項 、柔軟な判断求めている。後述する「事後調整」の可能性を拡大するものといえ 。
（
（（）たとえば総務庁行政監察局『民間開発事業の促進をめざして』 （大蔵省印刷局、一九九六年）四四頁、八九頁によれば、都市計画法の開発許可と森林法の林地開発許可にお て隣接土地所有者 同意書や周辺地域 地元代表者等の同意書を求めている例があるという。もっとも、全体とし は、国の規制緩和方針や行政手続法の影響によって 全体的には開発規制において地域住民の同意を求めない方向 ある。
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（
（（）この点は、行政法学においては「二重効的行政行為」や「三面関係の調整」の問題として論じられている。たとえば大橋洋一『行政法
　
現代行政過程論（第二版） 』 （有斐閣、二〇〇四年）八─九頁参照。より先鋭な議論として、山下淳「現代行
政の変容と紛争」棚瀬孝雄編著『紛争処理と合意』 （ミネルヴァ書房、一九九六年）八二頁以下は、 「社会的なさまざまな紛争を、法規範 いう一般的・抽象的な行為準則を設定することを通じて紛争の種を類型化し、未然に防止するシステムは、行政のキャパシティをオーバーしはじめてきている」とし、 「行政は、高度に複雑化した多様化した社会環境を自ら制御することを放棄し、自らの役割を紛争調整機能に収縮させよう ているらしい」とする。法規範の設定によって紛争を未然に防止することができなくなっているという現象は、土地利用におい 典型的であろう。ただ、土地利用の場合、少なくとも行政側の意識としては地域空間 制御する役割を果たし と考えており、紛争調整機能はこれに従属する二次的なものと位置づけている 思われる。なお、一般に現行法制度が多元的な利害関係に対応する仕組みになっていないことについては、森田前掲注 （
（（） 「行政学的思考と行政法学的思考」九八頁参照。
（
（（）都市計画法の開発許可（一部） 、農地法の農地転用許可（大臣許可）など、事前相談（事前協義）制度をとっている許認可は少なくなかった。
（
（（）森田朗「土地利用調整行政の必然性と意義」 『研究』四頁以下は、行政活動に係る調整の方式について、行政機関が一定の基準により一方的に法的効果を発生させ、そ に不満を持つ人 行政訴訟 どを通じて事後的に行政活動の是非を争わせ、解決を図るという「事後調整」 、行政機関 決定を行う過程で利害関係者の主張に耳を傾け、可能な限りそれらの人々に受け入れられるような決定や活動を行うという「過程調整」 、具体的な事案の審査・検討 入 前にあらかじめ将来構想 客観的に確定し、予想される利害の調整 事前に っておくという「事前調整（計画による調整） 」の三つに分類し、社会状態の雑化と行政活動の高度化に伴い、紛争処理及び調整コストの要請から、 の段階が「事後調整」から「過程調整」へ、さらに「事前調整（計画による調整） 」へとシフトしてくるという 森田 掲注 （
（（） ｢ 行政手続と行政手続法
｣
一六頁も参照。
（
（（）事前調整（計画による調整）の場合、①開発計画のない土地についても調整する必要があること、②今後の変化を予測することが難しいこと、③調整のコストを行政側が負う必要があるこ 等から これを広範囲かつ具体的に実施することは難しいと考え れる。
（
（（）土地利用調整は、個別法の許認可のように法令やマニュアルで標準化されて ないため、担当職員の裁量 度胸に依存し
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ている部分があるため、このような自負心や執務姿勢を持たないとやっていけないという面がある。したがってまた、職務対応には個人の価値観や個性が反映し、 「Ａさんは環境保全派だが、Ｂさんは開発容認派だ」とか「Ｃさんは武闘派だが、Ｄさんは理論派だ」といった評価が成り立つ職場であった。さらに、土地政策班を統括する歴代の土地政策担当課長 、同班経験者が「出戻り」で就任するなど、人的にも継続性と凝集性を有しており 「土地班アイデンティティ」というべきものが存在していた。これが、条例化された後にどのように継承また 変容したかは、重要な問題である。なお、神奈川県においてこうした組織アイデンティティを有する他 例と て、税務関係（しばしば「税務一家」と呼ばれる） 、財 関係、土木関係（ 「土木一家」 ）など ある。
（
（0）一般に開発計画は、基本構想─基本設計─詳細設計の三つに分けることができる。 「基本構想」は、開発の場所と用途だけが決まっていて、 開発の区域も施設の計画も確定していないものであり、 土地利用調整で えば事前相談の段階に当たる。 基本設計」は、開発の区域、施設の内容と配置、進入道路等の関連施設の整備などの基本的内容を示したものであり、委員会審議の段階に当たる。 「詳細設計」は、現地の測量 行い 開発区域を確定させ、施設の設計内容 固ま 設計図を作成したものであり、個別法の許認可申請を行う段階に当たる。そして 基本構想や基本計画の段階であれば引き返せるが、詳細計画の段階 は相当のコストを投入しているため、引き返すことが難しいという事情が る。なお、環境アセスメント制度は、開発計画の断念や大幅修正を求めるとすれば、基本計画段階で実施する必要がある 、環境影響 正確に予測するには長期間にわ る環境調査を経て詳細計画を作成し えで実施す 必要があるというジレンマを抱えており、それが 事業者の負担が大きいが、環境保全にはつながりにくいという弱点を招く一因に って る。
（
（（）現行の土地利用計画の問題点と今後の改革については、礒崎初仁「土地利用計画と環境配慮」大塚直・北村喜宣編『環境法学の挑戦』 （日本評論社 二〇〇二年）二八八─三〇五頁参照。
（
（（）土地利用調整委員会規程三条では、 「道路、住宅団地、工場その他土地利用上重要な施 の立地計画の調整」も所掌事務とされており、公共事業を除外していないが、実際には公共主体による事業は 公有水面埋立ての場合を除い 対象にされてこなかった。公共事業については、都市計画、農業振興地域整備計画等の策定手続が定められて と（前述 計画による調整」が行われていること）が一因だと考えられるが、これらの に基づかない事業も対象と らな など 不徹底な仕組みになっ いる。この点は条例化の検討でも課題 なった
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（
（（）この条例の制定については、さしあたり礒崎初仁「計画的な県土利用をめざして─神奈川県土地利用調整条例の制定」 『季刊自治体学研究』 （神奈川県自治総合研究センター）六九号、一九九六年、同「神奈川県土地利用調整条例（条例コーナー） 」『ジュリスト』一一〇一号、一九九六年一一月を参照。
（本学法学部教授）
